


序文 

 

 日本国政府はフィリピン共和国の要請に基づき、同国の「税関情報インフラ

整備計画」に係る予備調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構は

平成 17 年 1 月から 2月まで予備調査団を現地に派遣しました。 

 この報告書が、今後予定される基本設計調査の実施、その他関係者の参考と

して活用されれば幸いです。 

 終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申

し上げます。 
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第 1 章 予備調査の概要 
 
１－１ 調査の目的 
（１）本調査は、フィリピン共和国（比国）関税局・税関（BOC：Bureau of Customs）
の業務内容・現状とその問題点を把握した上で、その問題点を解決する手段としての本計

画（データウェアハウスの構築）の必要性、本計画を日本の協力により実施する妥当性を

確認することを目的とする。 
（２）先方要請は、ハードウェア及び既製のソフトウェアの調達のみならず、システム開

発までも含むものであり、無償資金協力単独での対応は困難であることから、上記（１）

が確認できた場合には、技術協力（技術協力プロジェクト、開発調査等）及び無償資金協

力を総合した投入計画案の形成を行う。 
（３）上記（２）の結果、無償資金協力として協力すべき範囲がある場合には、基本設計

調査を実施する際の留意事項をとりまとめる。 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括／プログラムアプローチ 勝又  晋 
JICA アジア第一部第一グループ 
東南アジア第二チーム長 

技術参与／税関システム 篠原 勝美 
財務省横浜税関本牧埠頭出張所 
総務課長 

技術協力 高橋宏太郎 
JICA 経済開発部第一グループ 
経済政策・金融チーム 

計画管理 殿川 広康 
JICA 無償資金協力部 
第一グループ教育チーム 

システム（データウェアハウス）構築 高庄 卓也 
国際航業株式会社 
コンサルタント部 

 
１－３ 調査結果概要 
（１） 本計画の要請の背景 
 比国の財政は、①歳入の急速な悪化、②利払費の増大等に伴う財政の硬直化、③資本市

場からの借り入れに依存する財政の脆弱化、④政府公社の財務悪化等の問題を抱えており、

中期フィリピン開発計画 2004－2010 年（MTPDP：Mid Term Philippine Development 
Plan 2004-2010）においても、税収の増加による財政収支の改善、公的部門の債務残高の

削減は重点課題となっている。その中で、内国歳入局（BIR：Bureau of Internal Revenue）
に続く徴税官庁である BOC においては、世界的な関税率の低下傾向の中にあって、徴税能

力の強化は緊急の課題である。 
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また、BOC に対しては、社会保護の観点から覚せい剤等の密輸取締の強化が求められて

いる一方で、貿易円滑化の観点から迅速な通関が求められており、BOC の輸入審査能力の

向上が緊急の課題である。 
これに対して、BOC は輸入手続の電算化（ACOS：Automated Customs Operation 

System の導入）や ASYCUDA World プロジェクト（ACOS の機能改善、輸入手続のシス

テム化等による業務系システムの機能拡張）の実施等を行っているものの、審査基準の見

直しや審査業務自体に必要な情報系システムの導入は限定的であり、上記課題の解決の阻

害要因となっている。 
かかる状況の中で、BOC より、フィリピン税関情報システム（PCIS：Philippine Custom 

Information System）の構築を目的とした無償資金協力、PCIS の利用環境整備及び人材育

成を目的とした技術協力プロジェクトの要請があったものである。 
（２） 要請内容の確認 
 BOC における PCIS のシステム化構想について、本調査における確認結果は以下のとお

り。 
 
 BOC の構想 本調査における確認結果 

PCIS の利用者 
・BOC 職員 
・他省庁 
・輸出入業者等 

将来的には一般利用者への情報

提供、他省庁・諸外国とのデー

タ連携を視野に置くも、本計画

においては BOC 職員の内部利

用に限定。 

PCIS に蓄積する情報 
ASYCUDA World プロジェクト

でシステム化される情報 

PCIS への蓄積の優先度は以下

のとおり 
①輸入関連情報 
②輸出関連情報 
③他の業務情報、人事・財務・

総務情報 
④BOC ポータル関連情報 
⑤ASYCUDA World プロジェク

トでシステム化される外部組

織の資金情報 

PCIS の導入拠点 
・BOC 本部 
・15 地区税関 
・35 出張所 

優先度が高いのは以下の４拠点

・BOC 本部 
・主要３地区税関（マニラ港、

マニラ国際コンテナ港、ニノ

イ・アキノ国際空港） 



 

- 3 - 

要請内容 
・ハードウェア 
・基本ソフトウェア 
・アプリケーションシステム 

要請書作成時点（2003 年 5 月）

の要請内容であるため、状況の

変化に応じた見直しが必要。 
 また、PCIS の構築に係る無償資金協力と併せて要請された技術協力の内容は以下のとお

り。 
① システム開発プロジェクト運営管理：PCIS の開発、展開におけるプロジェクト管理

支援 
② 業務運用教育支援：PCIS の活用による業務の効率的使用に関する技術移転 

（３） 本計画の先方実施体制 
 PCIS の構築に係る BOC 側実施体制としては、ACOS 開発や ASYCUDA World プロジ

ェクト と同様に BOC 情報管理技術部（MISTG：Management Information System and 
Technology Group）が中心となり、関連現業部門の参画を得て、プロジェクトチームを構

成する。 
 BOC のシステム運用管理能力については、1996 年の ACOS 導入以降現在もその運用を

続けていることから、一定の能力を有すると判断できる。なお、BOC が直営で実施するシ

ステム運用の範囲はシステム障害の一次対応、業務運用を実施するユーザー部門への対応

までであり、システム機器の保守はベンダー・メーカーとの適切な契約のもとで実施して

いくこととなる。一方、BOC の業務運用能力については、ACOS の運用実績はあるものの、

BOC における本格的なデータベースシステムの導入は初めてであり、業務運用（税関業務

における PCIS の効果的・効率的活用）の支援を目的とする技術協力が要請されている。 
 PCIS の運用管理・保守、ハードウェア・ネットワーク機器の更新に必要な費用について

は、BOC は、ASYCUDA World システムの使用料として得られる収入を BOC の情報管理

システム全体（PCIS を含む）の運用管理・保守等の費用に当てるとしている。また、万が

一使用料収入ではすべての費用を負担できない場合には、①通常予算の流用、②新規予算

の確保、③民間セクターからの寄付により必要な予算を確保するとしている。 
（４） 要請内容の妥当性 
 徴税強化、社会保護、貿易円滑化の観点から、BOC においてリスクマネージメント能力

の強化を目的とした情報系システム（PCIS）の導入を図る本計画の妥当性は十分にあるが、

PCIS の利用者、PCIS に蓄積する情報、PCIS の導入拠点、PCIS の機能等については絞り

込みの必要がある。 
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（５） システム化構想（案）と協力の方向性 
 本計画により構築されるべき PCIS の範囲を以下に示す。 
 日本の協力により構築されるべき PCIS の範囲 

PCIS の対象業務 

・プロファイリング 
・事後調査 
・貿易統計 
・審査 

PCIS の対象データ

・輸入データ（積荷目録、輸入申告、許認可、関税、支払い） 
・輸出データ（輸出申告、保税、精算） 
・関連業者データ（輸入者、輸出者、通関業者、運輸会社等） 
・関税率データ（品目ごとの関税率） 
・価額データ（品目ごとの過去の通関情報から算出した価額） 
・調査、事後調査データ（調査、事後調査の結果） 

PCIS の機能 

・他システム（通関情報システム、価額参照情報システム、現行通

関情報データベース）からのデータ登録 
・データ分析（検索・統計条件の入力、指示に対する出力［画面・

印刷・ファイル］） 
・登録情報・利用者管理 
・データベース運用管理 
・ネットワーク運用管理 
・PCIS 全体運用管理 

PCIS の導入拠点 
広域ネットワーク（WAN）に接続している 21 ヶ所の拠点の中から

システムの導入拠点を選択する。 
PCIS の構築と運用に必要な作業工程と現時点での投入計画案の概略を以下に示す。
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 情報システムの開発を無償資金協力で実施する場合、一般的にいくつかの問題点が想定

されるが、本調査での検討結果は以下のとおりである。 
① 全体事業費に占めるコンサルタントの費用（システム開発経費）の割合が高い 
② 仕様確定・積算精度向上のためパイロットプロジェクトの実施が一般的 
③ 実施段階での設計変更が不可避 

→システム化の範囲の絞り込みにより回避 
④ 業者選定に際し、性能仕様を要求仕様とし、技術提案の評価をするのが一般的 
⑤ システムの検収条件、コンサルタントと業者との責任区分が不明確 

→コンサルタントの責任区分をシステム設計まで、業者の責任区分をプログラミング、

機器導入、システムテストとすることで対応可能 
（６） 協力実施上の留意点 
 基本設計調査（B/D）の実施に際しては、以下の点に留意する必要がある。 
① PCIS では ASYCUDA World システムで蓄積するデータの利用を予定しており、同シ

ステムの開発終了が基本設計調査実施の前提となる。本調査実施時点では同システム

の開発は 2005 年終了予定であったが、今後その動向を正確に把握し、基本設計調査

の実施時期を検討する必要がある。また、VAT 問題の動向、技術協力プロジェクトの

動向にも留意が必要である。 
② 基本設計調査を実施するコンサルタントには幅広い知識と能力が求められることか

1 2 3 4 5 6
作業期間（月数） 1 2 以降

1 2 3 4 5
a. PCIS構築
 a.1.要件定義，システム概要設計
 a.2.基本設計，詳細設計
 a.3.テスト計画，入札仕様確定
 a.4.プログラミング，機器導入
 a.5.テスト
 a.6.基本操作教育
b. 無償資金協力
 b.1.基本設計調査（B/D）
 b.2.詳細設計（D/D）
 b.3.実施
 b.4.ソフトコンポーネント
c. 技術協力プロジェクト
 c.1.システム開発プロジェクト管理

      支援専門家
 c.2.税関業務（データベース利用）

     支援専門家
 c.3.税関業務（システム運用管理）

     支援専門家
 c.4.PCIS利用者研修支援
 c.5.PCIS運用管理者研修支援
 c.6.PCIS機能追加支援

システム
設計内容承認 システム検収
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ら、コンサルタントの選定に際して、業務指示（特に、調査業務の実施方針、業務従

事予定者の経験・能力）やプロポーザルの評価方法等について工夫が必要である。 
③ 本調査において行った PCIS の利用者、対象業務、対象データ、導入拠点等のシステ

ム化の範囲・内容等について、今後、詳細に再検討を行う必要がある。 
④ 本計画において実施する PCIS の構築では、実施段階における設計変更・仕様変更の

可能性は極小化することが可能であるものの、設計変更・仕様変更が発生した場合に

備えて、その対応案を今後、検討する必要がある。 
⑤ 本調査の中では、通常の無償資金協力の手順との整合性を図るため、以下のとおり一

般的な情報システム開発とは異なるコンサルタントと業者の業務区分を提案してい

るが、一般的な情報システム開発方法と本調査での提案双方にメリット、デメリット

があることから、基本設計調査におけるコンサルタントの業務範囲は「要件定義、シ

ステム概要設計」までとし、実施段階でのコンサルタント・業者間の業務区分につい

ては、今後、十分に検討する必要がある。 
 

システム開発工程

一般的な情報システム開発 

本調査における提案

システム
検収

要件定義
概要設計

基本設計
詳細設計

テスト計画
入札準備

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 
機器導入 

 

システム 
テスト 

業者選定

業者選定

業者担当範囲 

業者担当範囲  
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第 2 章 要請の背景 
 
２－１ フィリピン国の関税政策・税関行政 
 
２－１－１ 関税局・税関の役割（所掌事務） 
フィリピン共和国（以下比国）の関税局・税関（BOC：Bureau of Customs）の所掌事

務は以下のとおりである。 
① 関税、消費税及びその他の手数料、罰金などの適正な徴収 
② 密輸の防圧 
③ 外国貿易に従事する船舶及び航空機に対する監視取締  
④ 外国郵便物に対する関税、消費税の適正な徴収 
⑤ 埠頭及びターミナルに到着又は蔵置される輸出入貨物の管理 
⑥ 関税関係法令の執行及び同法令に基づく差押事犯に係る各種権限の行使 

 
２－１－２ 関税局・税関の組織・人員 

BOC は、財務省（DOF：Department of Finance）の９つの部局の１つであり、以下の

6 つの部門からなる。 
① 総務部（IAG：Internal Administration Group）  
② 鑑査業務部（RCMG：Customs Assessment & Operations Coordinating Group） 
③ 収納監督部（AOCG：Customs Revenue Collection Monitoring Group） 
④ 審理取締部（IEG：Intelligence & Enforcement Group） 
⑤ 情報管理技術部（MISTG：Management Information System and Technology 

Group） 
⑥ 事後調査部（PEAG：Post Entry Audit Group） 
また、BOC は、以下の 15 ヶ所の地区税関（Collection District）を監督しており、地区

税関の下にはさらに 35 ヶ所の出張所（Sub-port）がある。 
① マニラ港（POM：Port of Manila） 
② マニラ国際コンテナ港（MICP：Manila International Container Port） 
③ ニノイ・アキノ国際空港（NAIA：Ninoy Aquino International Airport） 
④ バタンガス港（Port of Batangas） 
⑤ スービック港（Port of Subic） 
⑥ レガズピー港（Port of Legazpi） 
⑦ イロイロ港（Port of Iloilo） 
⑧ セブ港（Port of Cebu） 
⑨ タクロバン港（Port of Tacloban） 
⑩ スリガオ港（Port of Surigao） 
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⑪ カガヤン・デ・オロ港（Port of Cagayan de Oro） 
⑫ ザンボアンガ港（Port of Zamboanga） 
⑬ ダバオ港（Port of Davao） 
⑭ クラーク港（Port of Clark） 
⑮ サン・フェルナンド港（Port of San Fernando） 

 BOC の 2002 年時点での定員は以下のとおりであるが、実員は約 5,100 人である。 
 

部署名 定員 
弁務官事務所 1,688 
マニラ港 2,046 
マニラ国際コンテナ港 449 
ニノイ・アキノ国際空港 810 
バタンガス港 126 
スービック港 56 
レガズピー港 71 
イロイロ港 75 
セブ港 227 
タクロバン港 86 
スリガオ港 108 
カガヤン・デ・オロ港 214 
ザンボアンガ港 109 
ダバオ港 261 
クラーク港 16 
サン・フェルナンド港 96 

合計 6,438 
 
政府歳入に占める BOC の実績を以下に示す。BOC は、内国歳入局（BIR：Bureau of 

Internal Revenue）とともに、比国における２大徴税官庁の１つであり、2003 会計年度に

は、1,061 億ペソの租税収入（全歳入の 17%）を確保している。 
 

（単位：10 億ペソ） 
 2002 年 2003 年 
BIR 394.55（ 70％） 425.35（ 68%）

BOC 96.25（ 17％） 106.09（ 17％）

その他税収 5.57（  1％） 6.24（  1％）
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税外収入 70.77（ 12％） 88.95（ 14％）

合計 567.14（100％） 626.63（100％）

 
２－１－３ 関税局・税関の予算 
 BOC の年間予算は以下のとおりである。 

（単位：億ペソ） 
 2000 年 2001 年 2002 年 
給与 5.924（ 56％） 6.695（ 59％） 6.835（ 57％）

その他給与 2.448（ 23％） 2.497（ 22％） 2.928（ 24％）

その他運営費用 2.187（ 20％） 2.154（ 19％） 2.334（ 19％）

設備投資 0.083（  1％） 0.010（  0％） 0.015（  0％）

合計 10.642（100％） 11.356（100％） 12.112（100％）

総定員 6,375 人 6,438 人 6,438 人 
 
２－１－４ 上位計画 
（１） 中期フィリピン開発計画 2004－2010 年（MTPDP：Mid Term Philippine 

Development Plan 2004-2010） 
 MTPDP においては、財政状況の改善のため、2004 年時点で GDP 比 2.4%（1,126 億ペ

ソ）であった BOC の税収を 2010 年には 3.1%（2,690 億ペソ）に引き上げることが計画さ

れており、そのための手段の 1 つとして取引価額の参照データのアップデートによる不正

輸入の防止が掲げられている。MTPDP における税収目標を以下に示す。 
（単位：10 億ペソ） 

 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年

BIR 476.31 600.56 697.11 786.81 926.45 1,053.90 1,199.62
BOC 112.58 

（17％） 
141.38

（17％）

156.52
（17％）

173.71
（17％）

206.61
（17％）

239.77 
（17％） 

268.96
（17％）

その他税収 7.52 8.12 8.46 8.83 9.24 9.68 10.17
税外収入 80.00 80.77 79.22 74.01 72.85 69.92 71.83

合計 676.41 830.83 941.31 1,043.36 1,215.15 1,373.28 1,550.58
  
また、MTPDP においては、BIR とともに汚職防止のモデル機関として指定され、その

ための手段の１つとして ICT 技術を活用した業務の実施が掲げられている。 
（２） 関税局経営計画 2001－2004 年（BOC Corporate Plan 2001-2004） 

2002 年 2 月に、税関 100 周年に合わせ、当時のヴィラヌエバ BOC 局長の主導の下、作

成された税関近代化に向けたプログラムであるが、現時点では、その後継計画は作成され

ていない。BOC Corporate Plan において示されている主要戦略を以下に示す。 
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① 税収の増加 
② 貿易の円滑化 
③ 取締機能の向上 
④ 職員の資質の向上 
⑤ 庁舎の整備等インフラ整備  

 
２－１－５ 関税局・税関の課題 
（１） 税収の増加 

比国は、1994 年から 1997 年の３年間を除き、過去 20 年間、歳入欠陥に陥っており、ま

た、1997 年以来毎年、GDP に占める租税収入の割合が減少状況にあるところから、いわゆ

る「デフォルト」に陥るのではと危惧されている。このような厳しい財政状況下、MTPDP
では、BOC は毎年全歳入の約 17%を確保することが求められている。しかしながら、比国

も他の開発途上国と同様に全歳入に占める関税の割合が高く、国際貿易拡大の観点等から

世界的に年々関税率が低下傾向にある状況において当該目標の達成は容易ではないと考え

られる。 
本年 1 月には、消費税の税率を現行の 10%から 12%に引き上げることを内容とする消費

税法の改正案が下院を通過する一方で、あらかじめ設定された徴税目標の達成状況に応じ

て、BIR 及び BOC の職員に対し特別報酬の付与、又は、同職員らの解雇等を可能とする士

気高揚策による徴税促進法（Lateral Attrition Law）が成立している。これらは、租税収

入の確保が比国にとって 重要課題であることを示す適例である。 
（２） 薬物取締の強化 
日本と同様に比国においても、麻薬及び覚せい剤が青少年層までにも蔓延するなど不正

薬物による汚染は深刻な社会問題の１つとなっている。アロヨ大統領は、2001 年７月に発

出した書簡に基づき、2010 年までに不正薬物の廃絶を目標とした麻薬撲滅プログラム

（NADPA：National Anti-Drug Program Of Action）1の実施を命令しており、具体的に、

BOC に対しては、空港及び海港における不正薬物の取締主要官庁としての役割を課すとも

に、徹底的な薬物の取締りを命じている。BOC にとって、これら不正薬物を水際において

効果的に阻止し、社会秩序の維持を図ることも今日の重要課題の１つとなっている。 
（３） 貿易の円滑化 
国際貿易の拡大がより一層の国家の発展に資するところから、世界各国の関税当局と同

様に、BOC は、 
① 輸出入手続き等に伴うコストの削減 
② 輸出入手続きに係る透明性の確保 
③ 迅速かつ貿易業者にとって予想可能な貨物引き取りサービスの提供 

                                                  
1 麻薬撲滅プログラムは、目的及び薬物汚染状況等 7 章から構成されており、薬物の供給及び需要を抑制するため、取

締強化策、薬物使用防止措置及び各取締機関の役割分担等を明示し、同措置等の実施を命じている。 
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等の貿易円滑化の課題を負っている。 
 
２－１－６ 関税政策 
（１） これまでの取り組み 
歴代の BOC 局長は、関税収入の増加及び貿易の円滑化等の目標を掲げ、「これら相反す

る課題」（通関の迅速化を図る一方で税収の確保及び不正輸出入の防圧などの適正通関を確

保する）に対処するため、これまで以下の各種施策を講じている。 
① 通関手続電算システム（ACOS：Automated Customs Operation System）の導入 

1996 年、輸入通関手続きの迅速化を図るため ACOS を導入している。なお、ACOS
はマニラ港に始めて導入され、その後、各港に拡大されている。  

② 審査区分選定システム（Cargo Selectivity）の導入 
1996 年、ACOS のサブシステムとして、個々の輸入貨物を不正輸入の蓋然性の高い

ハイリスク貨物、又は、不正輸入の蓋然性の低いローリスク貨物に自動的に選定する

審査区分選定システム（Cargo Selectivity）の導入を行っている。 
③ 商品の名称及び分類についての統一システム（Harmonized Commodity Description 

and Coding System）の実施 
1996 年、国際貿易の円滑化等の観点から、世界各国の税関をはじめ運輸、保険等の

各分野において採用されている統一的な品目分類表の使用を開始している。 
④ WTO 関税評価協定（Customs Valuation Agreement）の導入 

2000 年、輸入貨物の課税価格の決定方法に係る統一された制度である WTO 関税評価

協定（Customs Valuation Agreement）を実施している。 
⑤ 価格参照情報システム（VRIS： Value Reference Information System） 

2000 年、輸入申告価格の妥当性を判断するため、過去の同種貨物の申告価格が参照

可能な VRIS を導入している。 
⑥ 優良輸入者に係る簡易な手続き制度（The Super Green Lane）の導入 

2000 年、過去の輸入実績に基づき判断し、コンプライアンスの高い優良輸入者に対

し簡易な手続きを認める制度を導入している。 
⑦ 事後調査制度（Post Entry Audit）の導入 

2001 年、輸入貨物の早期引き取り及び関税等の適正な徴収を目的として、BOC 職員

が、輸入許可後に輸入者の事務所等に赴き、輸入関係書類を調査する事後調査制度を

導入している。 
（２） 今後の取り組み 

BOC は、今後も関税収入の増加及び貿易の円滑化等の観点から、前述の施策等を引き続

き推進するとともに、ＩＴ化のより一層の促進、更には、リスクマネージメント技法の向

上を企図している。今後における具体的な施策等は、以下のとおりである。 
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① IT 化の推進 
現状では ACOS を除き大規模なシステムの開発には至っていないものの、将来的には

以下の 4 つのプログラム（サブシステム）を統合したコンピュータシステムの導入を

検討している。 
ａ．通関手続電算システム（ACOS：Automated Customs Operation System） 

ACOS は、次の輸出入関連手続きを処理するシステムである。 
－輸出入申告の許可 
－リスクアセスメント 
－積荷目録の承認 
－その他の許認可 
－倉庫管理及び戻し税処理 

 －収納事務 
 －入国旅客処理 
 －旅具通関 

ｂ．業務支援システム（OSMS：Operation Support Management System） 
OSMS は、的確な情報管理、関税評価及び法令適用のため有効な情報を提供する

システムである。具体的には、情報システムは関税額の適格等を評価するため、

過去の輸入実績及びその他の情報をチェックし、関税評価システムは価格情報を

提供し，更に、法令システムは ACOS に不正輸入事犯処理に係るメカニズムを提

供することを目的としている。 
ｃ．情報管理及び方針決定支援システム（MIDSS：Management Information and 

Decision Support System） 
MIDSS は、BOC 局長及び幹部が方針決定を行うため、各種情報提供するシステ

ムである。 
ｄ．資源管理及び情報支援システム（RMISS ：Resource Management and 

Information Support System） 
RMISS は、BOC の保有するあらゆる資産、資源（人材、予算機器等）をシステ

ムにより処理を行うことを目的としている。  
② 貿易関連省庁間における通関データの共有化 

WTO アンチダンピング協定及びセーフガード協定の的確な運用のためには、通関デ

ータを BOC から所管官庁である関税率委員会（Tariff Commission）及び貿易産業省

（Department of Trade and Industry）へ的確に送付する手段、すなわち通関データ

の共有化策を確保する必要がある。 
③ リスクマネージメント技法の向上 

税関における貨物管理に係るリスクマネージメントは、税関が保有している各種情報

（輸入者プロフール、犯則情報等）に基づき、輸入貨物に対し不正輸入の蓋然性の高
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いハイリスク貨物、又は、不正輸入の蓋然性の低いローリスク貨物に選定する手法で

ある。当該運用において BOC は以下の基本的な問題を抱えているが、今後、租税収

入の確保等を図るため、これらの問題を解消するとともにリスクマネージメント技法

を強化する必要がある。 
ａ．情報共有化のため手段の不備 

現行では BOC の第一線の職員が内部情報を共有化するための十分な手段（シス

テム、端末機器）を保有しておらず、これはリスクマネーシジメントを実践して

いく上で致命的な欠陥となっている。 
ｂ．ACOS の Selectivity Screen の検証業務の停滞  

輸入貨物を不正輸入の蓋然性の高いハイリスク貨物、又は、不正輸入の蓋然性の

低いローリスク貨物に的確に選定するためには、定期的に Selectivity Screen の

審査基準を検証し、見直しを図る必要があるが、通関情報の収集等が困難なため、

検証、見直しが行われていない状況にある。 
 
２－２ 税関システムの概要 
２－２－１  一般的な税関システム 

税関システムは大きく、輸出入に関する税関手続きの処理、貨物の通関を管理する「業

務系システム」と、それら通関業務の適切な実施を支援する「情報系システム」の２つか

らなる。日本においては前者の業務系システムにあたるのが通関情報処理システム

（NACCS：Nippon Automated Cargo Clearance System）で、後者の情報系システムに

あたるのが通関情報総合判定システム（CIS：Customs Intelligence System）である。こ

れら２つのシステムはその一次的な目的が違うことから、システム利用者、要求される信

頼性、応答の即時性、定型的な業務の割合などもそれぞれに異なるものとなっている。こ

のことに加えて、システム障害の局所化（特に情報系システムの障害が業務系システムに

悪影響を与えるのを防ぐ）という観点からも、業務系システムと情報系システムをそれぞ

れ個別の分散システムとして構築、運用するのが一般的である。 
 

２－２－２ フィリピンの税関システム  
BOC では、ACOS と呼ばれる業務系システムを利用して通関業務を実施している。ACOS

は UNCTAD（United Nations Conference on Trade and Development）によって提供さ

れる通関業務の標準的なパッケージソフトウェアである ASYCUDA++（Automated 
System for Customs Data Management）をカスタマイズしたものを核にして、積荷目録

の受付から関税の徴収、引き取りの許可まで、主に輸入手続に伴う処理をコンピュータ化

するものである。この ACOS の導入プロジェクト（Philippine Tax Computerization 
Program）は世銀の支援により 1994 年から 1999 年にかけて、合計 510.5 百万ペソの金額

をかけて実施された。 
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一方、情報系のシステムについては、ACOS で入力、利用されるすべての輸入申請デー

タ、輸出申請データを蓄積してその情報分析を行うためのデータベースシステム（通関情

報データベース）や物品の価格に関する情報を登録して参照するためのデータベースシス

テム（価額参照情報システム［VRIS:：Value Reference Information System］）を個別に

構築し、試行的に運用してきた。過去の通関情報の分析が税関業務の効率的な実施に有効

であること、それを実現するために情報システムの活用が必要であることは十分に認識さ

れているものの、システムの機能的、性能的な制約と業務運用上の課題から、現行のデー

タベースシステムの利用は非常に限定されたものになっている。 
前述の ACOS やデータベースシステムに分類されるシステムの他に、開発環境として利

用するための QAS（Quality Assurance System）、税金の控除、還付を管理するための TCS
（Tax Credit System）、保税の管理を行う ABMS（Automated Bond Management System)
をBOCは運用している。以下、税関システムの主要な構成要素についてそれぞれ説明する。 
（１）通関手続電算システム（ACOS：Automated Customs Operation System） 
①システム概要 

ACOS は輸入申告書類の提出から貨物の引き取り許可までにいたる、輸入貨物の通関

手続きをシステム化したものである。BOC の主要業務とそれを実施している部署のう

ち、ACOS によってシステム化されているものを以下に網掛けで示す。 
 

 主要業務 業務実施部署 

1 
審査業務、輸入物品からの関税、その他の

料金の徴収 
Ports （各港税関）, PEAG, AOCG 

2 密輸防止 Ports., IEG 
3 国際貿易船舶，航空機の出入国管理 Ports, AOCG 
4 国際郵便物の管理（関税徴収） Ports, AOCG 

5 
港湾（空港）施設において搬入，搬出され

る貨物の管理 
Ports, AOCG 

6 物品差押さえ、没収の執行 Ports, RCMG  

7 
TCC（The Tariff and Customs Code）を

含めた関税行政に関する法規制の執行 
Ports, RCMG, AOCG, PEAG, IEG 

 
ACOS のサブシステムとそれぞれの機能概要は以下のとおり。 

 サブシステム 機能概要 

1 Electronic Manifest System 
船舶会社や航空会社からの積荷目録を電子デー

タとして受領する。 
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2 
Electronic Entry into the 
Bureau’s Computers 

輸入申告書に記載された内容に基づいて、輸入申

告情報2を入力する。ここで入力された情報をもと

にして通関手続きがシステム上で処理される。 

3 Assessment Module 
輸入申告の情報に基づいて関税額の自動計算を

行う。 

4 Selectivity System 

輸入貨物の分類を行う。Screen と呼ばれる 18 の

審査基準3に従って、「書類審査なし」，「書類審査」，

「書類審査および物理検査」の 3 つに貨物を分類

する。 

5 Collection System 

関税の徴収を行う。輸入者が予め銀行に納めた金

額と実際に審査の結果確定した関税額とを照合

する。その後の貨物の引取り許可の連絡について

も、一部の荷捌き業者についてはシステム化され

ている。 
 
②機器構成 

ACOS のプロダクションサーバー（本番機）は、税関コンピューターセンター（CCC：

Customs Computer Center）、マニラ国際コンテナ港（MICP：Manila International 
Container Port）、ニノイ・アキノ国際空港（NAIA ：Ninoy Aquino International 
Airport）の 3 拠点に合計 6 台の UNIX サーバーが設置されている。これらのプロダク

ションサーバーのバックアップ機として、マニラ港（POM：Port of Manil)）に 2 台の

UNIX サーバーが設置されている。ACOS の PC 端末は 19 拠点に合計 442 台導入され

ている。 
 
a. ACOS サーバー一覧 

 サーバー 設置場所 説明 

1 POM Server CCC 
プロダクションサーバー本番機（対象拠点: Port of 
Manila） 

2 Luzon Server CCC 
プロダクションサーバー本番機（対象拠点 : 
Batangas, Subic, San Fernando, Baguio, Legazpi, 
Clark） 

3 Cebu Server CCC 
プロダクションサーバー本番機（対象拠点: Cebu, 
Mactan, Tacloban, Iloilo） 

                                                  
2 輸入者、輸出者、通関業者、船舶／航空機、輸出国、原産地国、申告額、前払い、出入港、品目、数量、課税額、支

払いなどに関する情報 
3 後述の ISP2004 では審査基準数は 25 とされている。 



 

- 16 - 

4 Davao Server CCC 
プロダクションサーバー本番機（対象拠点: Davao, 
Gensan, Cagayan de Oro, Iligan, Zamboanga, 
Surigao） 

5 MICP Server MICP 
プロダクションサーバー本番機（対象拠点: Manila 
International Container Port） 

6 NAIA Server NAIA 
プロダクションサーバー本番機（対象拠点: Ninoy 
Aquino International Airport） 

7 MDRS Server POM 
Metro Disaster Recovery System（POM Server, 
MICP Server, NAIA Server のバックアップサーバ

ー） 

8 RDRS Server POM 
Regional Disaster Recovery System （ Luzon 
Server, Cebu Server, Davao Serverのバックアップ

サーバー） 
 
b. ACOS サーバー仕様 

 サーバー 機種 CPU メモリ
ハード 
ディスク 

OS, DB 

1 POM Server 
Unisys 
Aquanta ES

4 Pentium 
III 550 

1 GB 5X9 GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

2 Luzon Server
Unisys 
Aquanta 
XR/6 

2 Pentium 
Pro 200 

192MB 5X9 GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

3 Cebu Server 
Unisys 
Aquanta 
XR/6 

2 Pentium 
Pro 200 

192MB 5X9 GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

4 Davao Server
Unisys 
Aquanta 
XR/6 

2 Pentium 
Pro 200 

192MB 5X9 GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

5 MICP Server 
Unisys 
Aquanta ES

4 Pentium 
III 550 

1 GB 5X9 GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

6 NAIA Server 
Unisys 
Aquanta ES

4 Pentium 
III 550 

1 GB 5X9 GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

7 MDRS Server
Unisys 
Aquanta ES

4 Pentium 
III 550 

512MB 7X9GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

8 RDRS Server 不明 
2 Pentium 
Pro 200 

512MB 7X9GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 
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c. ACOS 端末導入拠点，導入時期，端末台数 

 

（２）データベースシステム  

①システム概要 

輸入申請データと輸出申請データを蓄積して、分析するための「通関情報データベー

ス」と、物品の価額を登録して、参照するための VRIS の２つのデータベースシステム

を、BOC は個別に構築し、運用している。前項で説明した ACOS は、通関手続きを対

象とした業務系のシステムとして設計されており、輸入申請データ、輸出申請データ

の保有期間は入力後 3 ヶ月だけである4。通関情報データベースでは、ACOS に入力、

利用される輸入申請データ、輸出申請データのすべてを蓄積して、情報分析を行って

いる。通関情報データベースは、MISTG が、他部門からの要求に応じてその都度蓄積

されたデータの検索、集計を専用の端末から実行し、その結果を返答することで運用

されている。具体的には、 

                                                  
4 厳密には 3 ヶ月を経過したデータはテープに保管される。しかし、ACOS の端末から即座に利用可能なかたちのデー

タとしてサーバー上に保有されてはいない。 

 ACOS 導入拠点 導入時期 ACOS 端末台数

1 Customs Computer Center / Office of Commissioner 1996/1 37 
2 Port of Manila 1996/1 114 
3 Manila International Container Port 1996/8 116 
4 Ninoy Aquino International Airport 1997/4 62 
5 Davao 1997/10 5 
6 Cebu 1998/2 37 
7 Cagayan de Oro 1998/6 8 
8 Subic 1998/3 5 
9 General Santos 1998/11 6 
10 Iligan 1999/2 3 
11 Mactan 1999/5 4 
12 Batangas 1999/8 17 
13 Legaspi 1999/8 3 
14 San Fernando 1999/8 4 
15 Zamboanga 1999/9 6 
16 Surigao 1999/9 3 
17 Iloilo 1999/9 3 
18 Tacloban 1999/9 4 
19 Clark 1999/9 5 

 合計  442 
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・特定の条件に該当する輸入申請データを抽出して、審査、調査、事後調査の業務

に活用する 
・関税徴収の実績を集計する 
・輸出入統計資料を作成する 

といった目的で通関情報データベースを活用した情報分析が行われている。適正な税

関業務を実施する上で、データベースシステムを活用した情報分析を行うことの重要

性、必要性は高まってきている。しかし、専門知識を持った MISTG の職員が専用端末

を使わないとデータの検索、集計が実施できないといったシステム機能面の制約、デ

ータの検索、集計の処理に 2 日以上の時間がかかるといったシステム性能面の制約、

データベースの管理が非常に煩雑で本来の利用よりもそちらに多くの労力を割り当て

なければならないといった運用面の課題から、通関情報データベースの利用は限定さ

れたものになっている。 
もうひとつのデータベースシステムである VRIS は、過去の輸入申請データを参考にし

て決定した価額情報を物品ごとに登録して、それを審査業務に携わる職員が参照する

ためのシステムである。価額情報は自動的には計算されず、ACOS に保存されている

過去 3 ヶ月の輸入申告情報の価格データに基づいて VSWG（Valuation Screen 
Working Group)）が決定する。こうして決定された価額情報を MISTG が VRIS に登

録することで価額データベースの運用管理は行われている。輸入貨物の適正な価格を

算定する上で、審査業務の現場において価額情報を参照することの必要性は大きいが、

システム障害が頻繁に発生するといったシステム可用性の問題、過去の輸入実績に基

づいた価額しか登録できず市場価格を推定するための関連情報を登録することができ

ないといったシステム機能面の制約、定期的に価額情報の更新が実施されていないと

いった運用面の課題から、VRIS の利用も限定されたものになっている。 
②機器構成 
通関情報データベースは、MAS（Main Application Server）、DWH（Data Warehouse）
の 2台のUNIXサーバーとそれらに接続する専用のコンソール端末で構成されている。

これらのサーバーは相互に連携、協調して作動している訳ではなく、2 つのサーバーに

分けて蓄積されたデータを個別に分析し、それぞれの結果をさらに統合するなどとい

った処理が必要になっている。当初から分散システムとして設計されたものではなく、

場当たり的にデータベースの構築、増強を行ってきた結果、このような複雑なシステ

ム構成になってしまっている。通関情報データベースの機器はいずれも CCC に設置さ

れている。 
VRIS は CCC に設置された 1 台の UNIX サーバーと、税関に設置された PC 端末で構

成されている。VRIS の PC 端末は、POM、MICP,、NAIA に各 5 台ずつ、それ以外の

各港税関5に各 1 台ずつ、合計 30 台が設置されている。 

                                                  
5 Davao, Cebu, Cagayan de Oro, Subic, General Santos, Iligan, Mactan, Batangas, Legaspi, San Fernando, 
Zamboanga, Surigao, Iloilo, Tacloban, Clark の 15 地区税関。 
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a.データベースサーバー一覧 

サーバー 説明 

MAS（Main Application Server）

以下のデータを蓄積する関税情報データベースの

サーバー 
・POM, MICP, NAIA の ACOS プロダクションサ

ーバーで利用した 1996 年以降 2003 年までのデ

ータ 
・Luzon, Cebu, Davao の ACOS プロダクションサ

ーバーで利用した 1996 年以降 2004 年までのデ

ータ 

DWH（Data Warehouse） 

以下のデータを蓄積する関税情報データベースの

サーバー 
・NAIA の ACOS プロダクションサーバーで利用

した 2003 年 1 月以降現在までのデータ 
・POM, MICP の ACOS プロダクションサーバー

で利用した 2003 年 12 月以降現在までのデータ

VRIS （ Value Reference 
Information System）サーバー 

過去の輸入申請データに基づいて算出した物品の

価額情報を蓄積する VRIS のサーバー 
 
b.データベースサーバー仕様 

サーバー 機種 CPU メモリ 
ハード 
ディスク

OS, DB 

MAS 
Unisys 
Aquanta ES 

2 Pentium III 
450 

512MB 
7X9 GB 
SCSI 

Unixware 
7.1 
Informix 7.3

DWH 
Unisys 
ES7000 

4 Pentium III 
700MHz Zeon

2GB 

2x18GB 
RAID1 
5x36GB 
RAID5 

Unixware 
7.1 
Informix 7.3

VRIS 
Unisys 
Aquanta ES 

4 Pentium II 
550 

2GB 7X9 GB 
Unixware 
7.1 
Informix 7.3
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（３）ネットワーク 

①ネットワーク構成 

CCC と各拠点の間は、フレームリレー回線、あるいは、専用線で接続されている。POM
は CCC と同一構内にありことから、自前の光ファイバーケーブルを敷設して LAN 接

続を行っている。 
 

  a.WAN 構成概念図 
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b.ネットワーク構成図（論理構成、WAN 回線構成） 
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c.各拠点ネットワーク機器 
拠点 ネットワーク機器 

CCC / OCOM ルーター2, スイッチ１, ハブ 6 
MICP ルーター1, ハブ 14 

POM スイッチ１, ハブ 13 
NAIA ルーター2, スイッチ１, ハブ 6 
Subic ルーター1, ハブ 1 
San Fernando ルーター1, ハブ 1 
Legazpi ルーター1, ハブ 1 
Batangas ルーター1, ハブ 2 
Baguio ルーター1 ハブ 1 
CEPZA ルーター1, ハブ 2 
Clark ルーター1, ハブ 1 
Cebu ルーター1, ハブ 2 
Mactan ルーター2, ハブ 1 
Iloilo ルーター1, ハブ 1 
Tacloban ルーター1, ハブ 1 
Davao ルーター1, ハブ 2 
General Santos ルーター1, ハブ 2 
Cagayan de Oro ルーター1, ハブ 2 
Iligan ルーター1, ハブ 2 
Surigao ルーター1, ハブ 2 
Zamboanga ルーター1, ハブ 2 
 

②回線費用 

通信サービス費用としてここ数年に割り当てられた予算は 2001 年度が 7,155 千ペソ、

2002 年度から 2004 年度までが 7,000 千ペソであり、そのすべてが実際に支出された

ということである。この額にはフレームリレーサービスを提供している Bayantel、専

用線サービスを提供している PLDT への支払いの他に、Internet の接続料金も含まれ

ている。回線費用の詳細な内訳について、本調査では情報を得られなかった。 

（４）その他システム 

①その他システムの UNIX サーバー 
a.その他システムの UNIX サーバー一覧 
サーバー 設置場所 説明 

QAS Server CCC Quality Assurance System のサーバー 



 

- 23 - 

MTCS Server CCC Tax Credit System のサーバーおよび ACOS
の積荷目録データバックアップ機 

ABMS Server CCC Automated Bond Management System のサ

ーバー 
 
b.QAS, TCS, ABMS のサーバー仕様 

サーバー 機種名 CPU メモリ
ハード 
ディスク

OS, DB 

QAS Server 
Unisys 
Aquanta ES 

2 Pentium II 
450 

512MB 7X9GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

MTCS Server 
Unisys 
Aquanta ES 

2 Pentium II 
450 

512MB 7X9GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

ABMS Server 不明 
2 Pentium 
Pro 200 

512MB 46.58GB 
Unixware 7.1 
Informix 7.3 

 

②QAS、TCS、ABMS の端末 
システム 端末台数、設置場所 

QAS CCC に 10 台 
TCS POM, MICP, NAIA に各 2 台ずつ 
ABMS POM に 12 台 
 

③オフィスオートメーション PC、MS Exchange Server 

拠点 
オフィスオートメー

ション PC 台数 
MS Exchange 
Server 台数 

CCC / OCOM 98 1 
MICP 13 1 
POM 9 1 
NAIA 22 1 
Subic 3 1 
San Fernando 3 1 
Legazpi 1 1 
Batangas 3 1 
Baguio 6 1 
CEPZA 0 1 
Clark 2 1 
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Cebu 8 1 
Mactan 3 1 
Iloilo 2 1 
Tacloban 2 1 
Davao 3 1 
General Santos 5 0 
Cagayan de Oro 8 1 
Iligan 5 1 
Surigao 3 1 
Zamboanga 2 1 

合計 201 20 
 

２－２－３ 将来のシステム化計画 
個別の情報システム化プロジェクトの上位計画として、BOC は情報システム化計画 2004

－2008 年（ISP2004：INFORMATION SYSTEMS PLAN FOR YEARS 2004-2008）を策

定した。この ISP2004 の概要、現在進行中の個別の情報システム化プロジェクトの概要、

それら個別の情報システム化プロジェクトのうちで特に重要なものとして位置づけられて

いる ASYCUDAWorld プロジェクトについて以下に説明する。 
（１）ISP2004（INFORMATION SYSTEMS PLAN FOR YEARS 2004-2008） 

①ISP2004 の概要 
ISP2004 は 2004 年から 2008 年の 5 年間にわたる BOC の情報システム化計画として

立案されたものである。BOC は 2003 年にシステムの現状調査、分析を実施した上で、

このシステム化計画を策定している。ISP2004 では、BOC 全体の情報システムを構成

するサブシステムを 14 のグループに分類してそれぞれ計画を策定し、これを実行する

ために 5 年間で 668 百万ペソの費用が必要になると見積もっている。ISP2004 に示さ

れているのはあくまでも概念レベルでの構想であり、システム化の具体的な手順、シ

ステムの具体的な内容は、個別の情報システム化プロジェクトにおいて検討されるべ

きものであることに留意が必要である。 
②ISP2004 で示された BOC 情報システム化計画の範囲 

ISP2004 では BOC 全体の情報システムを構成するサブシステムを 14 のグループに分

類して情報システム化計画の検討を行っている。ISP2004 で示されている BOC の想定

する情報システムの全体像、システム化の範囲、概要は以下のとおりである。 
 サブシステムのグループ 概要 

1 
輸入手続および審査（IMPORTS 
AND ASSESSMENTS） 

輸入にともなう通関手続きを処理するためのシ

ステム。輸入される貨物の管理と貨物にかかる

税額の査定、輸入者への課税を行う。 
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2 輸出手続（EXPORTS） 
輸出にともなう通関手続きを処理するためのシ

ステム。輸出される貨物の管理と保税、精算に

関わる業務を行う。 

3 
そ の 他 税 関 業 務

（OPERATIONS）  
出入国管理、旅具通関、移送貨物の管理、輸入

車輌管理、競売などの業務を行う。 

4 
データウェアハウス（DATA 
WAREHOUSE） 

他のサブシステムから情報を受けとり蓄積する

データベースシステム。蓄積した情報の分析を

行い、税関業務の効率的、効果的な実施に資す

る。 

5 
事 後 調 査 （ POST ENTRY 
AUDIT SYSTEM） 

事後調査業務を支援するためのシステム。輸入

者のプロファイルを作成し、事後調査の対象を

選定する。 

6 
情報調査（INTELLIGENCE & 
ENFORCEMENT） 

調査業務を支援するためのシステム。調査業務

に資する情報を蓄積し、不正輸出入の取り締ま

りを行う。データウェアハウスとの連携が想定

される。 

7 
経 営 支 援 （ MANAGEMENT 
INFORMATION SYSTEM） 

BOC の経営管理に携わる職員を対象として、輸

出入に関する情報の分析を行うための手段を提

供するシステム。 

8 
法務（LEGAL MANAGEMENT 
SYSTEM） 

BOC の公式文書や関連法令、規制を蓄積管理す

るデータベースシステム。訴訟案件の管理も行

う。 

9 人事（HUMAN RESOURCES）
BOC の職員を管理するための人事管理システ

ム。 

10 
経 理 （ FINANCIAL 
MANAGEMENT） 

経理システム。 

11 総務（GENERAL SERVICES）
物品調達、資産管理、建物管理、駐車場管理な

どを行うためのシステム。 

12 対外接続（EXTRANETS） 

財務省（DOF：Department of Finance）、貿易

産業省（ DTI ： Department of Trade and 
Industry ）、農業省（ DA ： Department of 
Agriculture）、BIR 、国家統計局（  NSO：

National Statistics Office）などの他省庁と情報

をやりとりするためのシステム。 

13 関税収受（PAYMENTS） 
関税の支払いを管理するためのシステム。銀行

とのデータ送受信や輸入者ごとの課税額の管理
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を行う。 

14 
システム運用管理（SYSTEMS 
MANAGEMENT） 

ネットワーク管理、セキュリティ管理、ヘルプ

デスク、災害復旧など。 
 

（２）現在進行中の個別の情報システム化プロジェクト 

以下に示す 4 件の情報システム化プロジェクトが現在進行している。これらのシステム

開発プロジェクトに加えて、2005 年の第 2 四半期に USTDA（US Trade and Development 
Agency）の 500 千ドルの資金協力を利用して”Technical and Financial Sustainability 
Study for the BOC ICT system”の調査プロジェクトを実施する予定である。 
情報システム化プロジェクト 概要 

ASYCUDAWorld プロジェク

ト 

現行 ACOS の核となっている ASYCUDA++を

ASYCUDAWorld にバージョンアップして、業務系シ

ステムの機能拡張を図る。同時に現行 ACOS への追

加機能の開発を行い、輸入プロセスのさらなるシステ

ム化や、今までシステム化されていなかった輸出プロ

セスのシステム化、省庁間連携などを実現する。大統

領 IT 基金（総額 40 億ペソ）から 5 億ペソの予算を

割り当て、2005 年から 3 年間の契約を UNISYS と結

んでプロジェクトを実施中。2005 年中にシステムの

開発を終える。 

PCIS（Philippines Customs 
Intelligence System）プロジ

ェクト 

新たにデータウェアハウスを構築して、情報系システ

ムの本格的な運用を図る。データウェアハウスに蓄積

する主要なデータは、業務系システムに入力、利用さ

れたデータである。通関業務で直接的に利用されたこ

れらの電子化されたデータを、審査、調査、事後調査

など情報分析が必要な業務にさらに活用することを

目的とする。日本政府に対して 10 百万ドルの無償資

金協力の要請が出された。 

Enhancements in the 
Valuations and Risk 
management system 

VRISとリスク管理システムのバージョンアップを行

い、それらのシステムを使った業務運用の教育を実施

する。EU に対して 1.3 百万ユーロの資金協力を要請

中。近日中に資金協力の実施が承認される見込み。 

e-Payment System 

関税支払い（徴収）の手続きは、現行の Payment 
system では完全にシステム化されておらず手作業に

よる部分も多く残っている。この Payment system を

バージョンアップすることによって手続きの簡略化
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と完全なシステム化を図る。 BAP （ Bankers 
Association of the Philippines）がシステムの開発、

導入に必要な 1 百万ドルを負担する。BAP と BOC
の作業分担の詳細が決定している。 

 

（３）ASYCUDAWorld プロジェクト 

1996 年の ACOS 導入以降、BOC は業務処理のシステム化を進めてきたが、業務運用は

まだ多くの手作業に依存しているのが現状である。輸出入手続き、他省庁との情報のやり

とり、開発予算調整員会（DBCC ：Development Budget Coordination Committee）の財

源管理といった BOC の主要業務の完全なシステム化、職場へのコンピュータ導入を実施す

るために、大統領 IT 基金（総額 40 億ペソ）から 5 億ペソの予算を割り当てて

ASYCUDAWorld プロジェクトが計画された。ASYCUDAWorld プロジェクトは、「現行

ACOS のアップグレード」と「ACOS 追加機能の開発」の二つからなる。現行 ACOS のア

ップグレードは、ACOS の核となっている ASYCUDA++を ASYCUDAWorld にバージョン

アップし、現行の ACOS データベース（Informix）を 新のリレーショナルデータベース

管理システムに移行することで実現する。ASYCUDA++から ASYCUDAWorld へのバージ

ョンアップはUNCTADによって実施されるが、現行のACOSデータベースの移行とACOS
追加機能の開発は BOC が実施しなければならない。この部分のシステム構築サービスを調

達するため、2004 年に提案要求書（RFP：Request for Proposal）が作成され、競争入札

の結果、2004 年 12 月に総額 464 百万ペソで UNISYS が ASYCUDAWorld システムの開

発（2005 年 12 月までに開発完了を予定）とその後 2 年間（2007 年末まで）の保守を契約

した。 
①システム導入の目的 
以下の項目がシステム導入の目的として挙げられている。 
・BOC の経営管理層が必要とする情報の効率的な提供 
・業務処理速度の向上 
・データの信頼性、完全性の向上 
・正確な徴税実績の把握 
・他省庁との電子データ連携 
・申告貨物の処理状況の外部からの照会 
・関税支払（徴収）システム（Payment System）の完全なシステム化 
・Selectivity System の改良（自動審査基準の柔軟な設定） 
・VRIS の改善 
・輸出業務のシステム化 
・老朽化した現行システム機材の更新 
・情報システム基盤の統一 
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・セキュリティの強化 
・内部文書の管理 
・電子メールを利用した BOC 内部のコミュニケーション 
・持続的なメンテナンスを可能にするシステムの運用管理 
・マシン室の環境整備 
・業務運用の改善 

②システム構成 
a.ASYCUDAWorld システム構成図 

ASYCUDAWorld プロジェクトによって導入されるシステムの構成を以下に示す。

網掛けした部分は既に現行 ACOS でシステム化されている。ただし、これらについ

ても ASYCUDAWorld プロジェクトでその機能を改善することとなっている。 

 

1. BOC PORTAL
2. IMPORTS AND

ASSESSMENT 
SYSTEM

3. EXPORT
PROCESSING

SYSTEM

4. RESOURCES 
AND OPERASIONS 

MANAGEMENT 
SYSTEM

5. FUNDS 
MONITORING 

SYSTEM

1.1. Information Website

1.2. e-Customs 
Personalized Content 

Management

1.2.1. BOC Community 
Members Area

1.2.2. Bureau-Wide Web-
Based Electronic Mail

1.3. Information 
Exchange Gateway

1.3.1. Inter-Agency Info 
Exchange Gateway

1.3.2. Value-Added 
Service Partner Gateway

1.3.3. Regional Info 
Exchange Gateway

1.3.4. BOC-BAP 
Payment Gateway

2.1. Electronic Manifest 
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2.2.1. Informal Entry 
Processing System
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3.3. Raw Materials 
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4.1.2. Financial 
Management System
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4.2. Operations Support 
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4.2.1. Value Reference 
Info System

4.2.2. Passenger Entry 
System

4.2.3. Cargo and 
Baggage System

4.2.4. Legal Mgmt and 
Case Tracking System

4.2.5. Statistical 
Management System

4.2.6. Trade Compliance 
System

4.2.7. Alert System

4.2.8. Client Registration 
Profiles System

4.2.9. Post Entry Audit 
System

5.1. DBCC Information 
Support Requirements 

System
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b.導入機器 

サーバー機器の詳細構成については本調査では情報が得られていない。PC 端末につ

いては 2,000 台が導入される。これらの PC 端末は、セキュリティや性能面の理由か

ら ASYCUDAWorld システムの専用端末として利用し、他システムへの接続は予定

していない。ASYCUDAWorld システムのデータベースミドルウェアには、Oracle
を採用する予定である。 

②ISP2004 と ASYCUDAWorld プロジェクトの対象範囲 
ASYCUDAWorld プロジェクトは個別の情報システム化プロジェクトとして位置づけ

られているものの、複数のサブシステムの構築を目的とする、対象範囲の非常に広い

プロジェクトである。BOC の上位情報システム化計画である ISP2004 と

ASYCUDAWorld プロジェクトのそれぞれの対象範囲、およびそれらの差異を明確に

するため、両者の対照、比較を行う。 
a. ISP2004 における ASYCUDAWorld プロジェクトの対応部分 

ISP2004 で示された BOC 全体の情報システムを構成するサブシステムのそれぞれ

について、ASYCUDAWorld プロジェクトにおける対応部分を下の表にまとめた。

BOC 全体の情報システムを構成する次のサブシステムについては ASYCUDAWorld
システムにはそれに対応するものが存在しない。 
・1.4. X-ray System 
・3.4. Trailer Chassis Monitoring 
・3.5. Auction 
・4. DATA WAREHOUSE 
・6.1. Intelligence Database 
・6.3. Goods Intelligence Information System 
・6.4. Risk Management 
・14. SYSTEMS MANAGEMENT 

つまり、ISP2004 で示された BOC の情報システム化計画の対象範囲の中で、これら

は ASYCUDAWorld プロジェクトの対象には含まれていない部分である。データウ

ェアハウス（DATA WAREHOUSE）、事後調査（POST ENTRY AUDIT SYSTEM ）、
情報調査（INTELLIGENCE & ENFORCEMENT）といった情報系システムについ

ては、一部は ASYCUDAWorld システムの中に対応するサブシステムが見られるも

のの、主要な部分については ASYCUDAWorld システムの対象範囲に含まれていな

い。システム運用管理（SYSTEMS MANAGEMENT）について、ASYCUDAWorld
システムにはそれに対応するものはまったくない。X-ray System, Trailer Chassis 
Monitoring, Auction といった限定機能を持つサブシステムについては、特にこれに

対応するものは ASYCUDAWorld システムの中では明示的に挙げられていない。 
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b.ASYCUDAWorld プロジェクトにおける ISP2004 の対応部分 
ASYCUDAWorldプロジェクトのRFPで示されたASYCUDAWorldシステムを構成

2.1 Electronic Manifest System
2.5 On-Line Release System
1.3.1 Inter-Agency Info Exchange Gateway
2.2.1 Informal Entry Processing System
2.5 On-Line Release System
1.3.1 Inter-Agency Info Exchange Gateway

1.3 Licensing & Clearance System 2.4 Licensing and Clearance System
1.4 X-ray System

1.5 Value Reference Information
System 4.2.1 Value Reference Info System

1.6 Selectivity System 2.3 Selectivity System
3.1 Automated Export Documentation System
1.3.1 Inter-Agency Info Exchange Gateway

2.2 Bonds Management &
Liquidation System 3.2 Automated Bonds Management System

2.3 Manufacturing Warehouse /
Raw Materials Liquidation 3.3 Raw Materials Liquidation System

3.2 Automated Bonds Management System
3.3 Raw Materials Liquidation System

3.1 Passenger Entry Processing
System 4.2.2 Passenger Entry System

3.2 Cargo & Baggage Tracking
System 4.2.3 Cargo and  Baggage System

3.3 Transshipment & Other
Transfer Processing System 2.2.2 Transshipment System

3.4 Trailer Chassis Monitoring
3.5 Auction

4
5 4.2.9 Post Entry Audit System

6.1 Intelligence Database

6.2 Client Registration Profiles
System 4.2.8 Client Registration Profiles System

6.3 Goods Intelligence
Information System

6.4 Risk Management
4.2.5 Statistical Management System
4.2.6 Trade Compliance System

8.1 Legal database System 4.2.4 Legal Mgmt and Case Tracking System

8.2 Cases Tracking System 4.2.4 Legal Mgmt and Case Tracking System

9.1 Human Resources Information
System 4.1.1 Human Resources Mgmt System

9.2 Leaves Monitoring System 4.1.1 Human Resources Mgmt System
9.3 Payroll System 4.1.1 Human Resources Mgmt System
9.4 Career Pathing System 4.1.1 Human Resources Mgmt System

10.1 Accounting System 4.1.2 Financial Management System
10.2 Budget Monitoring Sytem 4.1.2 Financial Management System

11.1 Fixed Assets Management
System 4.1.3 General Services System

11.2 Equipment Inventory &
Control 4.1.3 General Services System

12 1.3.1 Inter-Agency Info Exchange Gateway
1.3.2 Value-Added Service Partner Gateway
1.3.4 BOC-BAP Payment Gateway

14

ASYCUDAWorldプロジェクトの対応部分

SYSTEMS MANAGEMENT

DATA WAREHOUSE
POST ENTRY AUDIT SYSTEM

MANAGEMENT INFORMATION SYSTEM

11 GENERAL
SERVICES

13 PAYMENTS

EXTRANETS

9 HUMAN
RESOURCES

10 FINANCIAL
MANAGEMENT

8
LEGAL
MANAGEMENT
SYSTEM

7

BOC情報システム化計画 (ISP2004)で示された
サブシステム

3 OPERATIONS

6 INTELLIGENCE &
ENFORCEMENT

1 IMPORTS AND
ASSESSMENTS

2 EXPORTS

ASYCYDA WORLD or
another web-enabled customs
operations system

Infroaml Entry Processing
System

Automated Export
Documentation System

Warehouse Inventry Tracking
System

1.1

1.2

2.1

2.4
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するサブシステムのそれぞれについて、ISP2004 における対応部分を下の表にまと

めた。ASYCUDAWorld システムを構成する次のサブシステムについては ISP2004
にはそれに対応するものが示されていない。 
・1.1. Information Website 
・1.2.1. BOC Community Members Area 
・1.2.2. Bureau-Wide Web-Based Electronic Mail 
・1.3.3. Regional Info Exchange Gateway 
・4.2.7. Alert System 
・5.1. DBCC Information Support Requirements System 

つまり、ASYCUDAWorld プロジェクトの RFP で示された ASYCUDAWorld プロジ

ェクトの対象範囲のうち、これらの部分は ISP2004の対象には含まれていない。BOC 
PORTAL の う ち 、 Information Website, e-Customs Personalized Content 
Management といった外部への情報発信、内部の情報共有のための Web システム

については ISP2004 の対象範囲には含まれていない。また、Regional Info Exchange 
Gateway は ASEAN 諸国との対外接続システムであり、国内の他省庁連携だけを対

象範囲とした ISP2004 にはそれに対応するものはない。不正監視を目的にした Alert 
System、DBCC の支援を目的にした DBCC information support requirements 
system といった限定機能を持つサブシステムについては、特にこれに対応するもの

は ISP2004 の中では明示的に挙げられていない。 
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1.1

1.2.1 BOC Community Members
Area

1.2.2 Bureau-Wide Web-Based
Electronic Mail

1.1 ASYCYDA WORLD or another web-
enabled customs operations system

1.2 Infroaml Entry Processing System
2.1 Automated Export Documentation
12 EXTRANETS

1.3.2 Value-Added Service
Partner 13 PAYMENTS

1.3.3 Regional Info Exchange
Gateway

1.3.4 BOC-BAP Payment
Gateway 13 PAYMENTS

2.1 1.1 ASYCYDA WORLD or another web-
enabled customs operations system

2.2.1 Informal Entry Processing
System 1.2 Informal Entry Processing System

2.2.2 Transshipment System 3.3 Transshipment & Other Transfer
Processing System

2.3 1.6 Selectivity System
2.4 1.3 Licensing & Clearance System

1.1 ASYCYDA WORLD or another web-
enabled customs operations system

1.2 Infroaml Entry Processing System

3.1 2.1 Automated Export Documentation
2.2 Bonds Management & Liquidation
2.4 Warehouse Inventry Tracking System

2.3 Manufacturing Warehouse / Raw
Materials Liquidation System

2.4 Warehouse Inventry Tracking System

9.1 Human Resources Information System
9.2 Leaves Monitoring System
9.3 Payroll System
9.4 Career Pathing System

10.1 Accounting System
10.2 Budget Monitoring Sytem
11.1 Fixed Assets Management System
11.2 Equipment Inventory & Control

4.2.1 Value Reference Info
System 1.5 Value Reference Information System

4.2.2 Passenger Entry System 3.1 Passenger Entry Processing System
4.2.3 Cargo and  Baggage System 3.2 Cargo & Baggage Tracking System

8.1 Legal database System
8.2 Cases Tracking System

4.2.5 Statistical Management
System 7 MANAGEMENT INFORMATION

SYSTEM

4.2.6 Trade Compliance System 7 MANAGEMENT INFORMATION
SYSTEM

4.2.7 Alert System

4.2.8 Client Registration Profiles
System 6.2 Client Registration Profiles System

4.2.9 Post Entry Audit System 5 POST ENTRY AUDIT SYSTEM

5.1

Automated Export Documentation System

Automated Bonds Management System

4.2.4 Legal Mgmt and Case
Tracking System

DBCC Information Support Requirements System

4.1.2 Financial Management
System

4.1.3 General Services System

Information Website

Electronic Manifest System

4.1
Enterprise Resource
Planning (ERP)
System

Information Exchange
Gateway

Raw Materials Liquidation System

4.1.1 Human Resources Mgmt
System

1.3.1 Inter-Agency Info Exchange
Gateway

4.2 Operations Support
Mgmt System

3.2

3.3

Selectivity System
Licensing and Clearance System

On-Line Release System

1.2
e-Customs
Personalized Content
Management

1.3

5. FUNDS MONITORING SYSTEM

ASYCUDAWorldプロジェクトのRFPで示された
サブシステム

1. BOC PORTAL

2. IMPORT AND ASSESSMENT SYSTEM

3. EXPORT PROCESSING SYSTEM

4. RESOURCES AND OPERATIONS MANAGEMENT SYSTEM

BOC情報システム化計画（ISP2004)の
対応部分

2.2 Import Entry System

2.5
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２－３ 税関システムの問題点 
２－３－１ ISP2004、質問票への回答で挙げられた問題点 

ISP2004 策定に先立ち実施された現行システムの調査結果、質問票に対する BOC からの

回答によると、現行システムの問題点は次の 3 つに大別される。 
・システム機器の老朽化により、障害が頻発する。システム機器が旧式であり、近年の

ものと比較して性能面で著しく劣っている。 
・システムに、機能面、性能面での制約があり、現在の業務運用に十分に活用すること

ができない。現在利用者が必要とするものが、当初システムの対象とした業務範囲、

業務内容を超えるものになっている。 
・システムの運用管理、保守が適切に実施されていない。運用体制や運用手順の不備、

必要な予算が割り当てられないことなどが原因としてあげられる。 
以下に、ISP2004 で挙げられた問題点、質問票への回答で挙げられた問題点をそれぞれ

記述する。 
（１） ISP2004 で挙げられた問題点 
・ハードウェア、ネットワーク機器がすでに 5 年以上前のものであり、すでに寿命を迎

えている。これらの機器がシステム障害の原因となる危険性が高まっている。 
・基本ソフトウェア（OS，データベースミドルウェアなど）がシステム全体で統一され

ていない。このことによってデータ変換の工程が必要となり、処理時間の短縮を妨げ

ている。 
・旧来のシステム機器の性能的な限界によって、システムの処理速度が遅くなっている。 
・セキュリティ対策が不十分である。具体的には、運用面での対策、システム面での対

策、コンピュータ機器の設置場所の物理的なセキュリティ対策が必要である。 
・すべての輸出入業務が ACOS によって処理されているわけではなく、データの完全性

が保証されていない。 
・十分な予算が割り当てられず、システムの運用保守、更改が適切に行われていない。 
・BOC 職員のシステムを利用する体制が整っていない。システムの利用に消極的な姿勢

が見受けられる。 
・税関ごとの日々の徴税実績を正確に集計することができない。 
・Selectivity System（審査基準に基づいて貨物の分類を行う ACOS のサブシステム）が

十分効果的に機能しているとはいえない。25 の審査基準（screen ）しか利用せずにリ

スク分類を行っており、70%もの貨物が審査、検査の対象となっている。 
・ACOS に入力されたデータの正確さが保証されていない。データ入力を行う申請入力

事務センター（EEC：Entry Encode Center）の業務は BOC によって監督されておら

ず、また入力業務を管理するフィリピン商工会議所（PCCI：Philippine Chamber of 
Commerce and Industry）と BOC の間にサービスレベル保証（SLA：Service Level 
Agreement）も存在しない。 
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・BOC 局長及び幹部に対して、意思決定に必要な情報が即座に提供されない。 
・文書管理が難しい。紙ベースでの情報伝達がいまだ主流である。 
・BOC には専用の高性能データウェアハウスが存在せず、過去の輸出入手続き処理で利

用したデータの分析を行う際には、ハードウェアの性能面の限界からシステム障害の

危険が伴う。 
・メールシステムへのアクセスがすべての主要職員に提供されていない。 
・関税支払（徴収）システム（Payment System）がまだ完全にシステム化されていない。 
・輸入者が申告貨物の通関状況をオンラインで確認できるシステムがない。 
・申告額の正当性を審査するための適切な情報が VRIS を通して提供されない。情報の入

力、更新は非定期でかつ自動化されていない。 
・通関に必要な許認可の発行に関して、他省庁とのシステム連携がなされていない。こ

のことは、通関時間の大幅な遅延の原因となっている。 
・十分な予算が割り当てられないために、コンピュータ、プリンタ、エアコン、その他

必要な備品が提供されない。 
・輸出手続に関しては、申告入力が試行的にシステム化されただけで、ほとんどは手作

業で業務が行われている。 
・オークションおよびその他の業務（貨物検査など）はシステム化されずにほとんど手

作業で実施されている。 
（２） 質問票への回答で挙げられた問題点 
・システム障害が頻繁に発生する 
・システムが利用者の要求を満たせない（機能面、性能面の制約） 
・システムを活用した情報の共有が限定的 
・システムの出力結果に対する信頼性が不十分 
・経営管理層の意思決定のための有用な情報が効率的に提供できない 

 
２－３－２ 主要システムごとの問題点 

ISP2004、質問票への回答に挙げられた問題点と、現地における協議、インタビューの結

果判明した問題点を分析し、現行システムの問題点を主要なシステムごとに整理した。 
（１）ACOS の問題点 
①機器の老朽化 
サーバー、端末ともに機器の老朽化が激しく、すでに故障してしまい保守用部品をと

るために利用されているような機器も多数見受けられる。これらの旧式の機器は性能

面で 新式のものに大きく劣るだけでなく、保守を続けるための費用負担も大きくな

っている。 
②サーバーの性能の限界 
業務処理量がピークに達するときには、サーバーがその負荷に耐えられず障害が発生
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する。例えば、POM Server（マニラ港地区税関を対象拠点としたプロダクションサー

バー本番機）では月 1 回程度の割合で処理速度が落ち、サーバーの再立ち上げを行っ

て復旧を行っている。 
③システム機能面の制約 
システムが対象としている業務は、正規消費申告（Formal Consumption Entry）にと

もなう輸入業務、半導体の輸出業務だけである。輸出入に関するものの中でもシステ

ム化されていない部分は多く、手作業による業務運用が広く行われているのが現状で

ある。Payment System も対象とする範囲は申告全体の一部分であり、手作業による

業務処理がまだ多く残っている。 
（２）通関情報データベースの問題点 
①処理速度の問題 
サーバー機器の性能面の限界、適切な設計に基づいてデータベースシステムを構築し

なかったことが原因となって、処理速度が非常に遅いものとなっている。現状、デー

タの検索、集計の処理に 2 日以上の時間を要している。 
②システム機能面の制約 
一般の利用者を対象としたインタフェースが用意されていない。データの検索、集計

処理を行うためには、サーバーに接続した専用のコンソール端末を使用して、専門の

問い合わせ言語によってデータベースを操作しなければならない。さらに、複雑なシ

ステム構成を意識してそれに対応した特殊なデータベース操作を実施することが要求

される。 
③運用面の課題 
複雑なシステム構成が原因となって、その運用管理も、適切な設計に基づいて構築さ

れたデータベースシステムと比較すると非常に煩雑なものになっている。データの検

索、統計といった通常の処理に特別な操作や多くの時間が必要になるのと同時に、シ

ステムの運用管理の面においてもそれらの負担が大きなものになっている。 
（３）VRIS の問題点 

①システム障害の頻発 
システムの障害が頻繁に発生し、実際に利用できる時間が少ない。システムの可用性

に欠ける。 
②システム機能面の制約 

データベースに登録する価額情報の計算は自動化されておらず、過去の輸入申告デー

タに基づいて価額の範囲を決定するという作業が手作業で実施されている。登録でき

るデータは、物品ごとの申告価額の範囲だけであり、市場価格の推定に活用すること

のできるその他の関連情報を登録することはできない。 
③運用面の課題 
価額データの更新作業が定期的に実施されないために、登録されているデータが有用
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性に欠けるものとなってしまっている。 
 
２－４ 調達事情 
比国におけるコンピュータシステム機器、関連サービスの調達事情を調査するために、

現地コンサルタント、メーカー、エンジニアリング会社、JICA 長期専門家、青年海外協力

隊員へのインタビュー、および関連資料からの情報収集などを実施した。ほとんどの製品、

サービスは比国において現地調達可能であるが、以下の点については注意が必要である。 
・総合的なプロジェクト管理を実施することのできるシステムエンジニアの調達 
・広域ネットワーク（WAN）サービスの調達 

 
２－４－１ 製品、サービスごとの調達事情 
（１）システム機器、基本ソフトウェア 
主なメーカー、ベンダーの現地法人、事務所があり、システム機器、基本ソフトウェア

は問題なく現地で調達可能である。ハードウェア、OS、ミドルウェアの導入、初期設定、

運用管理、保守もこれらのメーカー、ベンダー、あるいは協力会社で実施することができ

る。ただし、メーカー、ベンダーごとにこれらサービスを実施する際のネットワーク（事

務所の数、所在地）に違いがあるので、実際に調達する際には事前の検討が必要である。

以下に現地の主なメーカー、ベンダーを示す。 
メーカー，ベンダー 主な提供製品 

サーバー機 
IBM Philippines メインフレームホスト，UNIX サーバー，PC サーバー

Sun Microsystem 
Philippines 

UNIX サーバー 

Unisys Philippine Branch メインフレームホスト，UNIX サーバー，PC サーバー

Hewlett Packard メインフレームホスト，UNIX サーバー，PC サーバー

Fujitsu Philippines, Inc. メインフレームホスト，UNIX サーバー，PC サーバー

データベースミドルウェア 
Oracle Philippines 
Corporation 

Oracle 

IBM Philippines DB2, INFORMIX 
Sybase Phillippines SYBASE 

 
（２）システム開発サービス 
システム開発の工程ごとに、あるいは、技術分野ごとに特化した人材が分業してプロジ

ェクトに携わっている。一方で、これらすべての工程、分野を通してプロジェクトの管理

を実施することのできる人材は極めて稀であり、いわゆる日本におけるプロジェクトマネ
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ージャー、プロジェクトリーダーとしてのサービスを提供するコンサルタント、エンジニ

アは多くない。具体的に例を挙げると、仕様の確定、それに基づくプログラムや画面の開

発、運用管理、保守といったものがそれぞれ別々の専門技術者によって実施されるが、そ

れを統一したプロセスとして責任を持って実施することのできる技術者、システム全体と

して 適なものを完成させるためのプロジェクト管理を実施する能力、資質を持ち合わせ

た技術者は非常に稀である。 
これらのシステム開発に関するサービスを調達する場合に必要な費用は、管理費を含め

て 1 人月 2,000 ドルから 5,000 ドルである。個々のローカルコンサルタント、エンジニア

を自ら管理して直接契約を行う場合には、1 人月 1,000 ドルから 2,000 ドルでサービスを調

達することが可能である。 
（３）通信サービス 
比国の通信事業者が提供するサービスのうちで、拠点間の常時通信を可能とする広域ネ

ットワークを構築するために利用できるものは専用線かフレームリレーである。現在進行

中の ASYCUDAWorld プロジェクトで ACOS がアップグレードされた際にも広域ネットワ

ーク（WAN）は現行システムと同様に専用線とフレームリレーで構築する計画になってい

る。DSL によるインターネットへの常時接続サービスが提供されているので、技術的には

これを利用した論理的な閉域網の構築が可能であるが、サービスの信頼性、可用性の点に

おいてまだ現実的に利用可能なレベルには達していない。 
 
２－４－２ 現地調達の際の留意点 
（１）総合的なプロジェクト管理を実施することのできるシステムエンジニアの調達 
ローカルコンサルタント、エンジニアはコンピュータシステム開発、運用管理に関する

一定の技術力を有していると言える。具体的には、ある程度の規模に分割されたシステム

の構成要素を対象として、確定した仕様に基づいて設計やプログラミングを実施すること

ができる人材を比較的容易に見つけることができる。また、前もって決められた手順に従

って運用管理、システムの保守を実施するエンジニアやエンジニアリング会社も見つける

ことができる。 
一方、システム開発を実施する際には、これらのコンサルタント、エンジニアと同時に、

コスト管理、要員管理、品質管理、進捗管理を実施する能力を有するプロジェクトマネー

ジャーが必要である。しかし、こういったプロジェクト管理を実施することのできるシス

テムエンジニアをローカルコンサルタント、エンジニアの中から探し出すことは難しい。

ローカルコンサルタント、エンジニアのサービスを直接調達することを検討する際には、

同時にそれらを調達する側でプロジェクト管理を確実に実施することがプロジェクト成功

の必須条件となる。 
（２）広域ネットワーク（WAN）サービスの調達 

ASYCUDAWorld システムで専用線サービス、フレームリレーサービスを利用したシス
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テム共通のネットワーク基盤が再構築される予定であり、今後の設計段階で詳細な検討が

なされるが、ASYCUDAWorld システムの広域ネットワークも現行の広域ネットワークと

同様の 64kbps の回線速度を主体とするものとなる見込みである。本計画で要請されている

PCIS もこの広域ネットワークを拠点間の通信に利用することになることから、この点につ

いては、システム設計上の条件ととらえ、拠点間の通信を 小限にとどめ、ネットワーク

負荷を抑制するような設計を行うことが要求される。 
 
２－４－３ 現地コンサルタント、メーカー等へのインタビュー結果 
（１）PCI Philippines 
ASYCUDAWorld プロジェクトで RFP（Request for proporsal）  / TOR（Terms of 
reference）の作成と入札管理を BOC から請け負い、実施したコンサルタント。さらにそ

の後のシステム開発工程で、BOC のプロジェクト管理を補佐するコンサルティングサービ

スを受注している。これらの業務はローカルコンサルタント Zeus Networks, Inc.とのジョ

イントベンチャーで実施している。 
Contact person: Junichiro Motoyama, President and CEO 
Location: 14th Floor, 88 Corporate Center, 141 Sedeño cor. Valero Sts., Salcedo Village, 

Makati City, 1227 
Phone: 632-889-6210 to 13 
Fax: 632-889-6214 

（２）FUJITSU PHILIPPINES, INC. 
コンピュータシステム機器、システム開発サービス、運用保守サービスのすべてを提供す

ることのできるシステムベンダー。広範な販売サービス網、保守サービス網を持っている。 
Contact person: Shigeo Tsubotani, Chairman 
Location: 2/F United Life Bodg., 837A. Arnaiz Ave. (Pasay Road), Legaspi Village, 

Makati City 1229 
Phone: 632-812-3316 
Fax: 632-817-7576 

（３）Unisys Philippines 
富士通と同様、コンピュータシステム機器、システム開発サービス、運用保守サービスの

すべてを提供することのできるシステムベンダー。BOC に現行 ACOS を納入し、保守サー

ビスも実施している。BOC と約 500 百万ペソの契約を結んで ASYCUDAWorld システムの

構築、保守を今後 3 年間にわたって実施する。 
Contact person: Tony R. Tissington, Director, Public Sector - Asia 
Location: 41st Floor UnionBank Plaza, Meralco Avenue corner Onyx Road, Ortigas 

Center, 1605 Pasig City 
Phone: 632-702-2000 
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Fax: 632-702-2902 
（４）Oracle (Philippines) Corporation 
オープンシステムにおいて標準的に採用されるデータベースソフトウェアである Oracle を

提供するソフトウェアベンダー。データベース設計、関連画面の開発といったサービスも

提供することができる。ASYCUDAWorld システムでは、データベースソフトウェアに

Oracle を採用する予定である。 
Contact person: Joseph F. Vinoya, Territory Sales Manager 
Location: 19/F, Pacific Star Building, Sen. Gil J. Puyat Avenue, corner Makati Avenue, 

City of Makati 1200 
Phone: 632-754-5314 
Fax: 632-811-5453 

（５）NETMARKS PHILIPPINES, INC 
ネットワークの構築、運用保守に強みを持つシステムベンダー。日本通運（フィリピン）

へのシステム納入実績がある。 
Contact person: Romar S. Padilla, General Manager 
Location: 2703 Antel Global Corporate Center, #3 Dona Julia Vargas Avenue, Ortigas 

Center, Pasig City 1600 
Phone: 632-687-5111 
Fax: 632-687-5930 

（６）SYSTEMA Computer Solutions Corp. 
JAVA のアプリケーション開発に強みを持つソフトウェア開発会社。ウェブベースのクライ

アント画面の開発も可能。 
Contact person: Albert V. Sun, e-Business Development Manager 
Location: Unit 3 UP-Ayala Technopark, C.P. Garcia cor. Katipunan Ave., Quezon City 

1108 
Phone: 632-927-5315 
Fax: 632-927-5312 

（７）ALSONS/ADTX INFORMATION SYSTEMS, INC. 
製造業のシステム開発に強みを持つシステムベンダー。Notes の導入、運用管理のノウハウ

も有する。 
Contact person: Alfredo M. Coro II, Systems Development Consultant 
Location: 1st Floor, Multinational Bancorporation Centre, 6805 Ayala Ave., Makati 

City 1226 Metro Manila 
Phone: 632-888-6435 
Fax: 632-888-5667 

（８）Frederick Mediana Reyes 氏（個人コンサルタント） 
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システム化計画の策定など上流工程でのコンサルティングに強みを持つコンサルタント。

BOC のシステム構想策定にも参画した。システム開発以降の工程での経験は豊富ではない。 
Address: 6 Kamagong Street, Palmera Heights, Caina, Rizal 
Phone: 632-284-7258 
Fax: 632-284-3563 

（９）株式会社エス・ピイ・アイ・ジャパン 
比国でのオフショア開発を検討する日本の企業、日本企業へのサービス提供を行いたい比

国の企業に対する支援を行うコンサルタント。 
Contact person: Albert V. Sun, e-Business Development Manager 
Location: 東京都荒川区西日暮里 5 丁目 37 番 5 号 荒川区創業支援施設 NSO 213 
Phone/ Fax: 03-3806-9775 
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第３章 要請内容の確認 
 
３－１ 本計画の要請の背景 
（１）フィリピンの財政状況 
 比国の財政は非常に厳しい状況下におかれている。アロヨ大統領が 2004 年 5 月の大統領

選挙で選出され、就任後に掲げた「10 の重点課題（10 point agenda）」の１つとして「財

政均衡（balanced budget）」が掲げられているが、これは１課題にとどまらず、2010 年ま

での政権下において、 も重要で、他の全ての政策の実施に関わる課題といえる。 
 比国の財政において懸念される事項としては、下記が挙げられる。 

① 歳入の急速な悪化：政府の歳出は、1998 年以降、概ね対 GDP 比 19％前後で推移し

ているのに対し、歳入は、対 GDP 比 19.4％（1997 年）から 14.6％（2003 年）ま

で落ち込んでおり、その回復が急務。 
② 財政の硬直化：債務残高の累増（政府債務対 GDP 比 56.1％［1998 年］→78.0％［2003

年］）に伴う利払費の増大（予算全体に占める割合：16％［1997 年予算］→32％（2004
年予算）を主因として、予算全体に占める義務的経費（人件費、利払費及び地方交付

金の合計）の割合は、今や 8 割にも上り（2004 年度予算）、公共投資などの政策的

経費は著しく抑制されている。 
③ 財政の脆弱化：新規・借換えを合わせ、概ね 100 億ドル程度を内外の資本市場から

調達する必要に迫られており、市場金利の上昇、市場心理の変化等の要因に脆弱な財

政運営を迫られている。 
④ 政府公社の財務悪化：国家電力公社を中心とした政府公社の赤字は、2002～2003 年

は対 GDP 比 1～1.5％程度で推移したが、2004 年は、2％超の水準まで拡大すること

が懸念されている。 
また、MTPDP と同期間を対象とした中期財政計画においては、下記が政策目標となって

いる。 
① 政府部門の財政収支：2010 年までに政府の完全な財政均衡を達成する。 
② 公的部門の財政収支：2010 年までに公的部門（政府部門＋政府公社部門等）の単年

度財政赤字の対 GDP 比を 6.7％から 3％まで減少させる。 
③ 公的部門の債務残高：2010 年までに公的部門（政府部門＋政府公社部門等）の債務

残高の対 GDP 比を 135.6％から 90％まで低下させる。 
 かかる状況下、本調査団が滞在中も、前述のとおり、予め設定された徴税目標の達成状

況の有無に基づき、特別報酬の付与、または解雇等が可能となる Lateral Attrition Law（士

気高揚策による徴税推進法）が成立している他、付加価値税の増税法案（10%から 12％）

も下院を通過する等、様々な角度で徴税機能の強化が図られていた。 
（２）当該セクターに対する日本の協力 

2000年8月に策定された国別援助計画では、比国の開発上の主要課題に沿う形で、①持続
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的成長のための経済体質の強化及び成長制約要因の克服、②格差の是正（貧困緩和と地域

格差の是正）、③環境保全と防災、④人材育成及び制度造り、が対比支援の重点分野として

位置付けられている。内、「①持続的成長のための経済体質の強化及び成長制約要因の克服」

において、JICAは「中長期的な経済運営能力の強化」プログラムとして、主にBOCに対し、

専門家の派遣を中心にリスクマネージメントや事後調査等の技術協力を実施してきた。 
（３）本計画に係る総論 
 フィリピン税関情報システム（PCIS：Philippine Custom Intelligence System）の構築

を目的とした無償資金協力（税関情報インフラ整備計画＝Project on Establishing the 
Philippine Customs Intelligence System）、PCIS の利用環境整備及び人材育成を目的とし

た技術協力プロジェクト（フィリピン税関情報システム利用環境整備・人材育成事業＝

Technical Cooperation Project on Philippine Customs Intelligence  System for 
Enhancement of its System Environments & Trainings of Customs Officers）の要請があ

ったものである。 
現行 MTPDP では、前期 MTPDP と同様、BOC に毎年財政収入の 17％前後の徴税目標

が課されている。また、覚せい剤等の乱用が大きな社会問題の一つとなっている中、BOC
は、フィリピン国家警察等と連携して、港・空港における密輸取締の強化が求められてい

る。しかしながら、BOC はこれら徴税、社会保護の要請に対して、時間を割いて審査を行

なうことは許されず、むしろ貿易円滑化の観点から、より迅速な通関が求められている。 
このような環境の中、BOC は、国際協定の実施、スーパー・グリーン・レーン（優良輸

入者に簡易な手続を認める制度）の導入、事後調査制度（輸入通関後に輸入申告の適法性

を確認する税関手法）の導入等の新規施策の実施、輸入通関手続の電算化（ACOS：

Automated Customs Operations System の導入）、情報インフラの整備（価額参照情報シ

ステム［VRIS：Value Reference Information System］の開発等）等の IT 技術の活用を

通じ、適正かつ迅速な輸入通関を実現しようとしている。 
しかしながら、法令・判例情報、徴税情報、輸入情報などの税関関連情報の一元化・共

有化のためには、現状実現している整備のみならず、更なる IT 活用が必要な状況といえる。

これにより、法令の周知徹底、徴税額の適正把握、個別輸入統計の迅速提供などに資する

とともに、不審な輸入申告に対しては、輸入者情報、価額情報、犯則情報、個別密輸情報

等の輸入情報に基づいた深度ある輸入審査・事後調査が可能となる。 
そこで、本計画において、税関関連情報システムを配備することにより情報インフラの

充実を行い、BOC の能力向上（徴税、社会保護、貿易円滑化）を図ることを目的として、

比国側から要請書が提出された。 
なお、MTPDP においては、2004 年時点で対 GDP 比 2.4%である BOC の税収を 2010

年には 3.1%とすることを目標としている。MTPDP 全 25 章のうち、BOC 関連の記述が含

まれているのは、「財政強化（Chapter 7、Fiscal Strength）」、「汚職防止（Chapter 21、
Anti-Corruption）」及び「官僚改革（Chapter 22、Bureaucratic Reforms）」である。「財
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政強化」の章においては、「電子出願や、他の全ての省庁とのリンクを含む窓口の一本化を

通じて、顔と顔を付き合わせる形でのやりとりを 小化させる」という形で、電子化をす

すめる旨の記述がある。また、「汚職防止」「官僚改革」においては、BIR と並んで BOC を

汚職防止の「ショーケース」とし、また、Web を通じた出願システムによる手続きの合理

化や透明なやりとりを進めるとしている。 
 
３－２ 要請内容の確認結果 

BOC が必要としている PCIS の概要を確認するために、質問票を用いて調査を行った。

質問票に対する回答、当初要請書に示された要請内容、これらに関連して現地での調査・

協議を通して直接確認した事項を以下に記述する。矛盾する内容、不確実さの見られる内

容も少なからずあるが、本項では先方の主張をそのまま記述し、それらの分析は「３－４ 

要請内容の妥当性」において行う。 
 

３－２－１ PCIS の概要 
質問票に対する BOC の回答を以下に記述する。 

（１）PCIS の目的、実現方法、指標 
目的 実現方法 指標 

リスク管理能力と審

査基準管理能力の強

化 

包括的で正確なデータの収集、

法令違反情報、他省庁と交換さ

れたデータの活用 

不正輸入貨物の摘発件数、

グリーンレーンの貨物数

量、通関処理時間、審査基

準（Screen）の更新頻度 

貿易に関する情報の

他省庁との交換 
他省庁との電子データ連携 

内部情報に関連するものと

して収集された外部情報の

量、インテリジェンスデー

タの量、データ入力件数、

議会による BOC のデータ

の活用度 
業務のさらなるシス

テム化 
新規システムの開発、または既

存システムの拡張 
システム化された業務の範

囲、業務処理時間 

複雑な情報加工と分

析レポートの作成 
データウェアハウスの活用 

予測、シミュレーション、

統計レポート、プロファイ

リングの正確度 

意思決定支援におけ

る情報活用 

BOC 局長及び幹部への正確かつ

包括的な 新情報の提供と、そ

の活用方法の教育 

BOC 局長及び幹部による

意思決定、政策決定支援に

おける情報の活用度 
事後調査能力の向上 過去の輸出入データ、業者情報、 事後調査の対象となる業者
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異なる情報源からのデータの複

合的な活用 
の数、不正業者からの徴税

実績、調査結果の審査基準

への反映の度合い 

密輸防止能力の向上 
信頼性が高くより柔軟なリスク

管理とプロファイリング、調査、

現場報告のためのシステム構築 
密輸の摘発件数 

BOC 内部における情

報の活用、共有の促進 
情報システム基盤のアップグレ

ード、データマイニング 

電子情報にアクセスできる

職場／スタッフの数、紙文

書の量、情報伝達の速さ 
 
（２）PCIS に蓄積するデータ 
①データ種類、管理者、利用目的、利用者 

データ 管理者 利用目的 利用者 

輸入データ（積荷目

録、輸入申告、許認可、

支払など） 

MISTG、各地

区税関 

相互チェック、監査、プロ

ファイリング、予測、統計

レポート作成、審査基準管

理、政策決定 

BOC 局長及び幹

部、現場スタッ

フ、PEAG、IEG、

AOCG、RCMG、

他省庁、輸入関連

業者／個人 

輸出データ（輸出申

告、保税、精算など） 
MISTG、各地

区税関 

相互チェック、監査、プロ

ファイリング、予測、統計

レポート作成、審査基準管

理、政策決定 

BOC 局長及び幹

部、現場スタッ

フ、PEAG、IEG、

AOCG、RCMG、

他省庁 , 輸出関

連業者／個人 

関税率データ 
MISTG 、

AOCG 
参照、監査、政策決定 

現場スタッフ、

AOCG、PEAG、

輸出入関連業者

／個人 

輸入者、通関業者、保

証会社、倉庫、船舶、

航空、その他のデータ 
MISTG、IEG

検査、プロファイリング、

監査、審査基準管理、統計

レポート作成 

関税局長及び幹

部、現場スタッ

フ、PEAG、IEG、

AOCG、他省庁 

価額データ 
MISTG 、

Valuation 
Committee 

参照、監査、予測、審査基

準管理、統計レポート作

成、政策決定 

BOC 局長及び幹

部、現場スタッ

フ 、 AOCG 、
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PEAG 

職員データ 
IAG、各地区税

関 

参照、労務管理、業績管理、

配置転換、給付／手当、研

修 

BOC 局長及び幹

部、IAG、IEG 

関税法、協定、レポー

ト、新聞記事、他省庁

からの情報 
IAG、IEG 

参照、執行、監査、政策決

定 

BOC 局長及び幹

部、現場スタッ

フ、IAG、IEG、

一般利用者、他省

庁 
訴訟、違反、告訴、判

決 
IAG、AEG、

各地区税関 
参照、プロファイリング，

物品の処分、政策決定 
BOC 局長及び幹

部, IAG、IEG 
財政（予算、支出、売

却利益、給与、送金な

ど） 

IAG、各地区税

関 
参照、会計管理、予算編成、

政策決定、会計監査 
BOC 局長及び幹

部、IAG 

資産 
IAG、各地区税

関 
資産管理、会計、処分、保

管、調達、政策決定 
BOC 局長及び幹

部、IAG 
②現行のデータ保存方法、データ量 

データ 現行のデータ保存媒体 データ件数 
キャラク

ター数/件
輸入データ（積荷目

録、輸入申告、許認可、

支払など） 

過去 5 年以内はディスク、

それ以前はテープ 
許認可に関する情報はなし

34,000件×22日×12
ヶ月（1 年あたり） 

3,000 

輸出データ（輸出申

告、保税、精算など） 

過去 5 年以内はディスク、

それ以前はテープ 
半導体と電子製品の輸出情

報のみ 

6,300 件×22 日×12
ヶ月（1 年あたり） 

3,000 

関税率データ ディスク 12,000 件 70 
輸入者、通関業者、保

証会社、倉庫、船舶、

航空、その他のデータ 

ディスク 
現時点での輸入者とブロー

カーの情報のみ 
100,000 件 250 

価額データ ディスク 
2,400,000 件

（12,000×10 種×20
価格） 

300 

職員データ ディスク 6,000 件 15,000 
関税法、協定、レポー

ト、新聞記事、他省庁

ディスク 
一部のデータのみ 

1,000 件 300 
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からの情報 
訴訟、違反、告訴、判

決 
紙文書のみ、電子データは

なし 
1,000 件 300 

財政（予算、支出、売

却利益、給与、送金な

ど） 

ディスク 
一部のデータのみ 

10,000 件 500 

資産 
紙文書のみ、電子データは

なし 
100,000 件 500 

 
（３）PCIS の対象とする業務 
1 リスク管理、審査基準管理：IEG が輸出入関連業者／個人（輸入者、通関業者、倉

庫業者、保証会社など）のプロファイリングを行う際の調査分析能力を向上するた

めに活用する。同時に、その調査分析の結果は審査基準（Screen）の定期的な更新

にも反映され、貿易の円滑化にもつながる。 
2 事後調査：PEAG が事後調査対象の絞込みや実際の事後調査業務、特に申告額に関

する調査を実施する際により包括的な過去の輸出入データや詳細な業者の情報、異

なる情報源のデータを組み合わせた調査分析に活用する。 
3 統計分析：さまざまな部局や他省庁が利用するための正確で信頼できる予測データ

の提供とその分析、貿易統計の作成、より柔軟な調査分析に活用する。 
4 意思、政策決定支援：BOC 局長および幹部、他省庁、内閣、議会が社会経済政策

や法令を立案するための情報源として活用する。 
5 省庁間情報交換：BOC が、内部データの補助、プロファイリングのための調査関

連情報の充実、データ入力の省力化、許認可や支払いの認証などを目的として外部

との電子的な情報交換に活用する。 
6 密輸防止：過去に利用したデータ、情報を再利用して、密輸の危険性が高い輸入者、

通関業者や、貨物を特定し、その取締りに携わる当局に通知するために活用する。

7 BOC 組織管理：人事管理；財務、会計；給与；資産管理；文書管理などの業務、

総務に活用する。 
 
（４）PCIS によってもたらされる便益、効果 

①BOC 全体（BOC 局長から各地区税関・出張所の現場にいたるまでの約 5,000 人）に対

する直接の裨益効果 
・政策、行動計画や手続きの変更などが、関連する部局や職員に効率的に伝達される。 
・OCOM（The Office of the Commissioner）、CIIS（Customs Intelligence and 

Investigation Service）、RCMG、AOCG が、その機能を発揮するために必要な以下

の情報が提供される。 
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- プロファイリング情報（密輸、禁輸品、麻薬、過少申告、過大申告など） 
- 差押え案件や調査案件に関する情報 
- 物品の価格に関する情報 
- BOC のしかるべき担当職員による特別な調査が必要な案件の引継ぎ 
- 法律や手続きの欠陥を修正して密輸やその他の不正に対抗するための戦略的情報 

・各地区税関、出張所の権限を執行する立場にある職員に対して、それを行使する際

に必要となる適正な情報を提供する。 
・内部監査に必要な正確かつ完全な情報を提供し、汚職の機会を減らす。 
・反ダンピング、セーフガードの分野での WTO 能力の強化を図り、他国やその執行機

関と連携して国際的な密輸や不正貿易に対抗する。適切な貿易統計データを提供す

ることによって、比国政府が政策決定を迅速に行うことを可能にする。 
・空港、港湾における麻薬密輸取締りを強化し、社会の保護を図る。 

②その他の政府省庁に対する直接、間接の裨益効果 
・財務関連省庁に正確な 新の経済金融情報を提供する。特に BIR は徴税の際の根拠

となる輸入者、輸出者、通関業者、その他関税関連の正確な情報を得ることができ

る。 
・国家経済開発庁（NEDA：National Economic and Development Authority）と DTI

に対してより包括的な関税情報、貿易情報を提供する。 
・国家統計委員会（SOC：National Statistics Office）に 新の貿易統計情報を提供す

ると同時に、関連情報のデータマイニングを可能にする 
・関税法や他の規制に対する違反が発生した際、調査関連情報を有効に活用し、他の

法令執行機関との迅速な連携を可能にする。 
・調査関連情報や BOC の戦略計画、その他の関連する情報を活用して、必要な法令の

立法に際して議会との連携を図る。 
③フィリピン国民全体に対する裨益効果 
・輸出入関連業者／個人（輸入者、輸出者、通関業者、運輸会社）に対して効率的に

通関手続きを実施し、有用な情報を容易に入手可能とする。 
・BOC の情報開示を行い、それらの容易な入手を可能にする。 
・法令執行機関、経済社会アナリストなどに信頼度の高い関連情報を提供する。 

④比国政府の行政能力の全体的な向上 
・行政の透明性を高め、汚職の機会を減らし、法令や規制の恣意的な適用を防止する。 
・徴税の効率を改善する。 
・脱税の防止。 
・Comprehensive Tax Reform Program6の促進 

                                                  
6 経済的に効率的で社会的に公平な税制を確立するための比国政府の改革パッケージ。戦略は、①課税ベースの拡大、

②脱税・免税に係る裁量権の縮小、③税制の簡素化、④所得税の減税、⑤納税者保護、効率的な法執行等からなる。 
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３－２－２ 要請内容 
BOC は、本調査時点では当初要請書の要請内容の見直しを行っていない。しかしながら、

BOC 自身も要請書作成時点からの状況の変化に応じた見直しが必要であるとしている。要

請書における要請内容を以下に示す。 
（１）無償資金協力 

数量 仕様、その他
BOC Head Office
ハードウェア

DWHサーバー
DWHサーバー 1 UNIXサーバー

DWHアプリケーションサーバー
データ変換・登録サーバー 2 PCサーバー，本番1;バックアップ1
OLAPサーバー 2 PCサーバー
Webサーバー 2 PCサーバー，本番1;バックアップ1
統計処理・データマイニングサーバー 1 PCサーバー
メッセージングサーバー 1 PCサーバー
テスト、開発用サーバー 1 PCサーバー

DWHサポートサーバー
セキュリティ機器，ファイアウォール 1 ハードウェア，ソフトウェア，運用保守サポート
アンチウィルスサーバー 1
ネットワーク管理サーバー 1
サーバーラック 1
ケーブル敷設 1

ワークステーション
管理者端末 3
PCISエグゼクティブ端末 15
統計処理・データマイニング端末 5
追加ユーザ用端末 25
開発用端末 10
データ入力用端末 10
ユーザ端末 432

周辺機器
データストレージシステム 1 ハードウェア、ソフトウェア
バックアップ装置 1 装置、アプリケーション
カラープリンター 8 レーザープリンタ、局長/副局長1人あたり1台
カラープリンター 12 レーザープリンタ、それぞれの部局ごとに1台

ネットワーク機器
コアスイッチ 1
インターネットルータ、LANスイッチ 1
ゲートウェイルータ 1 SMS, WAP等

基本ソフトウェア（OS，ミドルウェア）

DWH-DBMS 1
PCISのDWHに必要な拡張性を有する；ソフト
ウェアおよびライセンス；ブロードキャスティン
グ，データマイニングソフト

Webサーバー/アプリケーションサーバーソフト 1 ソフトウェアおよびライセンス

UNIX 1
Sparcサーバー用ライセンス（9-16CPU）；最新
版リリースキット

Windows2000 10 クライアントアクセスライセンス
RDBMS 16 ライセンス（1CPUあたり）
RDBMS 1 製品サポート
ネットワーク管理システム 1 ライセンス、1年間製品サポート

アプリケーションシステム、パッケージソフト
Transshipment, その他Transfer処理システム 1
通関システム（輸入） 1
通関システム（輸出） 1
旅客入国管理システム 1
貨物・手荷物管理システム 1
WTO価格評価システム 1
貿易遵法システム 1
Intelligenceシステム 1
法令管理システム 1
人事管理システム 1
会計システム 1
業務・総務システム 1

BOC　各港税関、支所
ゲートウェイサーバー 50 15税関，35支所
端末 650 15税関，35支所
LANスイッチ（10/100mbps; 24ポート） 50 15税関，35支所
LANカード 650
モデム 650
プリンタ 50
UPS（1.5KVA） 50
AVR 650
ケーブル敷設 50
機器据付、調整 50 5人日/拠点，1万ペソ/人日

機材
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（２）技術協力 
・長期専門家 1 名×24 ヶ月 
・短期専門家 2 名×1 ヶ月 
・研修員受入れ 4 名×1 ヶ月×3 回 
・ローカルコンサルタントへの業務委託 

 

３－２－３ 現地調査結果 
現地での調査・協議を通して、直接確認した事項を以下に示す。 

（１）PCIS の直接の利用者（ユーザー） 
本計画のシステムについては BOC の職員の内部利用に限定する。また、職員を分類して

利用できる機能、参照できるデータを制限する。但し、将来的には、 
・一般利用者への情報提供 
・他省庁、アセアン・アジア等諸外国との情報交換 

といった機能拡張を BOC 自身の構想の中に含めている。 
（２）PCIS に蓄積する情報 

①ASYCUDAWorld システムのデータ 
本計画のシステムにおいては ASYCUDAWorld システムで電子化された情報を蓄積す

る。ASYCUDAWorld プロジェクトでは複数のサブシステム・機能を段階的に開発す

ることを計画しており、本計画で対象とされるべきサブシステムの優先順位は次のと

おり。 
1) IMPORTS AND ASSESSMENT SYSTEM 
2) EXPORT PROCESSING SYSTEM 
3) RESOURCES AND OPERATIONS MANAGEMENT SYSTEM 
4) BOC PORTAL 
5) FUNDS MONITORING SYSTEM 

②次期 VRIS のデータ 
VRIS のバージョンアップが進められているが、この次期 VRIS で電子化された情報も

蓄積する。 
 ③その他のデータ 

上記２つ以外のシステム、媒体からのデータ変換、移行、情報の新規入力は本計画で

は行わない。但し、将来的には、質問票への回答に示されたような広範な情報の入力、

蓄積も BOC 自身の構想に含めており、それに対応できる拡張性を PCIS に持たせるこ

とが要求されている。 
（３）対象拠点 

BOC の全拠点（本部、15 地区税関、35 出張所）51 ヶ所。但し、これは BOC の将来的

な構想であり、対象とする拠点を限定して要請内容を見直すことも可能であり、以下 4 ヶ
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所は本計画による PCIS 導入の優先度の高い拠点である。 
・BOC 本部 
・マニラ港（POM：Port of Manila）地区税関 
・マニラ国際コンテナ港（MICP：Manila International Container Port）地区税関 
・ニノイ・アキノ国際空港（NAIA：Ninoy Aquino International Airport）地区税関 

（４）PC 端末 
PCIS の専用端末として 1,000 台から 1,500 台程度の PC 端末を導入することを考えてい

る。セキュリティの確保、PCIS 端末には高い性能が要求される、という理由から、

ASYCUDAWorld システムの端末やオフィスオートメーション端末を利用した PCIS サー

バーへのアクセスは考えていない。 
（５）専門家の技術協力内容 
本計画で要請されている専門家に対する具体的協力の内容は以下のとおり。 
①システム開発プロジェクト運営管理：PCIS の開発、展開の期間において、BOC
（MISTG）がプロジェクト管理（特に品質管理）を実施するのを支援する。 

②業務運用教育支援：実際に PCIS を利用して業務を効率的に実施していくための技術移

転を、システムの利用者に対する教育を通して実施する。 
 
３－３ 本計画の先方実施体制 
３－３－１ 現行システムの運用維持管理体制と先方の運用維持管理能力の評価 
（１）現行システムの運用維持管理体制 
現行システムについては、以下のような体制でシステム運用管理、業務運用を実施して

おり、BOC は一定の経験、能力を有すると判断することができる。現行のシステム運用管

理、業務運用を通して蓄積された経験、能力は、PCIS のシステム構築プロジェクト、およ

びその後のシステム運用管理、業務運用においても活かされると考えられる。一方、シス

テム運用管理費用については、現行システムに対して十分な予算は割り当てられていない。

このことについては BOC 自身も重大な問題であると認識しており、その解決策が提示され

ている。 
①システム運用管理体制 

MISTG の一部門である TMS（Technology Management Service）の職員 43 名が各拠

点に常駐して現行システムの運用維持管理を行っている。 
②業務運用 
現行 ACOS では、後述するようにシステム開発の段階でエンドユーザである現業部門

をプロジェクトに参画させるとともに、実際のシステム運用に入ってからも継続的に

エンドユーザ部門からのフィードバックを得て、業務へのシステム活用方法の改善を

図る体制を構築している。 
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②システム運用管理費用 
現行システムの運用管理あるいは、機材の更新を実施するための予算は今までのとこ

ろ十分に確保されてきていない。具体的には、 
・情報システムの運用管理費として MISTG に割り当てられている通常予算は、CCC 
（Customs Computer Center）に設置されているサーバー群の保守費用として

UNISYS に支払う月額 2 百万ペソだけである 
・ACOS の導入は 1999 年に終了しているが、その後、情報システムの設備投資費用と

して割り当てられた予算は 2003 年度の 65 百万ペソだけである 
ことが挙げられる。BOC においては、適切な予算措置とそれを利用した保守契約によ

ってシステム運用管理を実施してきたわけではなく、どちらかというと場当たり的な

対応でシステムの運用管理、保守を行ってきた。しかしながら、現行システムに対す

る通常予算の割り当ての問題を解決するために、ASYCUDAWorld システムの導入後

は、その使用料を財源とする基金を設立して情報システムの運用管理、システム機材

の更新に充てることを BOC は計画している。この計画の詳細については後述する。 
（２）システム開発プロジェクト体制 
システム開発プロジェクトチームはシステム管理部門である MISTG だけで構成するの

ではなく、エンドユーザである現業部門の参画が必要であることを BOC は十分に認識して

いる。BOC は過去の Philippine Tax Computerization Program において、このようなエ

ンドユーザを巻き込んだ体制で現行 ACOS を開発した経験があり、今後のシステム開発プ

ロジェクトにおいても、こういった形態でプロジェクトチームを組織すると考えられる。

実際に ASYCUDAWorld プロジェクトは、MISTG のメンバーに加えて、現業部門からのエ

ンドユーザの参画が BOC 局長によって指示された7。 
 
３－３－２ PCIS システム構築プロジェクトの実施体制 
（１）本計画の実施担当部署、人員 

MISTG 担当副局長をプロジェクトマネージャーとして、MISTG と IAG の職員でプロジ

ェクトチームを構成している。以下の表に現時点でのプロジェクトチームの人員構成を示

す。現行 ACOS の開発プロジェクトや、ASYCUDAWorld プロジェクトと同様、システム

開発の段階では、現業部門をプロジェクトチームに参画させることを予定している。 

                                                  
7 ASYCUDAWorld のプロジェクトチームは BOC 局長の指示書（CUSTOMS PERSONAL ORDER No.D-38-2004）に

基づいて組織された。 
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（２）本計画実施後の予算計画 
BOC の情報システムの運用管理、保守に必要となる費用には、ASYCUDAWorld システ

ムの使用料収入を財源とする独立会計の基金を設け、その基金からの支出を充てることを

計画している。ここで言う「独立会計」とは、ASYCUDAWorld システムの使用料として

得られる収入を比国政府の国庫へ上納することなく、BOC で独自に管理、運営することが

できる、ということを意味する。この独立会計の基金を設立、運営していくことについて

は NEDA の承認を文書で受けている。（BOC の説明によれば、DOF［DOF:Department of 
Finance］、予算管理省［DBM： Department of Budget and Management ］、フィリピン

中央銀行［BSP：Bangko Sentral ng Pilipinas］も了解済み） 
使用料の収入予測金額は年間 476 百万ペソであるが、これは通関申請の種別、通関処理

工程の種別ごとの件数と、そのそれぞれに対して設定した料金をもとに詳細に見積もられ

たものである（ASYCUDAWorld システム開発の請負業者である UNISYS が提案した収入

予測）。BOC の説明では、例えば輸入申告 1 件あたり 120 ペソのシステム使用料を徴収す

る場合、このシステム使用料 120 ペソという金額については、輸入物品（貨物）の価格や、

コンテナ 1 個の保管料として 1 日あたり 100 ドルかかることと比較すると非常に小さなも

のであり、使用料徴収を新たな負担として問題視する輸入者はいないだろうとのことであ

る。 
一方、システムの運用管理に必要となる費用について、BOC の説明によると現行 ACOS

の運用管理費用をおよそ年間 10 百万ペソとして、ASYCUDAWorld システムと PCIS には

その 3 倍から 4 倍の運用管理費用が必要となると見込まれる。多めに見積もって、この二

つのシステムに年間 40 百万ペソの運用管理費用が必要になるが、これはシステム使用料の

収入で十分に賄える額である。 
BOC はこの ASYCUDAWorld システムの使用料収入で情報システム全体（PCIS を含む）

の運用管理、保守に必要な費用を負担することができると考えているが、万が一の場合に

はその他に以下の方法で必要な予算を確保することとしている。 
・通常予算の流用 

氏名 所属部門
Alexander M. Arrevalo MISTG
Josephine Nagallo MISTG
Ma. Corazon C. Azaña IAG
Jaime Taborda MISTG
Dennis Pantastico MISTG
Shiela Michelle Lagat MISTG
Basilisa Absalon MISTG
Nancy Reyes MISTG
Liberty Plana MISTG
Erlinda Lazaro IAG
Lesille Fetalvero IAG
Angie Cordero IAG
Wilnora Cawile IAG
Raquel De Jesus IAG
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・新規予算の確保 
・民間セクター（商工会議所など）からの寄付 

（３）本計画実施後の機材更新予算確保の見通し 
BOC は、PCIS 導入後、ハードウェア、ネットワーク機器については、3 年から 5 年後

に更新することを予定している。この機材更新に必要となる費用については、PCIS の運用

管理、保守費用と同様、ASYCUDAWorld のシステム使用料から得られる収入で負担する

ことを考えている。すべての費用を負担することができない場合には、 
・通常予算の流用 
・新規予算の確保 
・民間セクター（商工会議所など）からの寄付 

で必要な予算を確保するということも、運用管理、保守費用の場合と同様である。 
（４）運用能力 
①システム運用管理 

BOC は 1996 年に現行 ACOS の導入を実施してから現在までその運用を続けており、

その担当部門である MISTG は一定のシステム運用管理の能力を有すると判断できる。

また、BOC は、拠点ごとに要員を配置してシステムの運用管理を実施しており、組織

面でも問題なく対応を行っている。インタビューを行った POM、NAIA、MICP の運

用管理要員はシステム構成、構成単位それぞれの機能、運用管理の方法に関する知識

を持っていることを確認した。なお、MISTG の技術者はあくまでもシステム障害の一

次対応、業務運用を実施するユーザー部門への対応を実施することが任務であり、シ

ステム機器の保守はベンダー、メーカーとの適切な契約のもとで引き続き実施してい

く方針である。 
②業務運用 

上述したように、BOC はエンドユーザである現業部門をプロジェクトチームやタスク

フォースに参画させて ACOS の導入、運用を行ってきた。現在進行中の

ASYCUDAWorld プロジェクトでも同様の体制をとっており、システムを効果的、効

率的に活用して業務を実施するという業務運用面での経験、能力は PCIS の導入、運用

の際にも活かされると考えられる。その一方で、BOC における本格的なデータベース

システムの導入はこれが初めてであり、これを税関業務に活用するという意味におい

て BOC の経験は豊富ではない。「どうすれば PCIS を効果的、効率的に業務に活用す

ることができるか」という課題を解決するために、業務運用の支援を目的とする技術

協力が要請されている。 
 
３－４ 要請内容の妥当性 

BOC においても他国の関税局と同様に、関連する情報を有効に活用して税関業務を実施

することの重要性、必要性が大きくなってきている。しかし、BOC の現行システムにはさ
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まざまな制約、課題があり、業務部門におけるこういった情報活用の要求に十分に応える

ことができていないのが現状である。このような背景のもと、新規データベースシステム

の必要性、有用性は非常に大きく、その構築を計画することは妥当であると考えられる。

しかし、要請書等に示された BOC 側の PCIS のシステム化計画、内容の大部分は、概念レ

ベルの構想にとどまっている。また、具体的な記述のある部分については、BOC における

他の情報システム化プロジェクト（特に、ASYCUDAWorld プロジェクト、Enhancements 
in the Valuations and Risk management system8）と重複する内容が多く、これら個別の

情報システム化プロジェクトの間で整合性のとれていない部分も少なからず見られる。よ

って、要請内容を見直し、本計画の対象とする範囲を明確にした上で、日本の協力によっ

て対応範囲を絞り込む必要がある。以下に、具体的にシステム化構想を策定するための基

本的な方向と今後再検討を実施すべき項目について記述する。 
 

３－４－１ システム化の範囲 
BOC の示す PCIS プロジェクトの内容および要請内容は、PCIS の 終的な形態を構想

として示したものであり、日本の協力によるシステム化の範囲、機能を明確には定義しき

れていない。具体的には、 
・システムの利用者として他省庁を含めたり、他国との連携も視野に入れるなど、シス

テムの将来的な拡張部分までをも要請内容に含めている 
・輸出入手続き処理や人事管理など、ASYCUDAWorld システムの対象として定義され

た業務、機能までが要請内容に含まれている 
といった点などが例として挙げられる。将来の対象業務範囲の拡大、機能追加に対応でき

るよう拡張性、柔軟性を持ったシステムを構築することが要求される一方で、日本の協力

によるシステム化の範囲、機能については BOC の考える優先順位などを勘案しながら絞り

込んでいく必要がある。 
（１）PCIS の利用者 

BOC の職員による内部利用に限定することが妥当であると考える。将来的な利用者の範

囲の拡大には、サブシステムの追加によって対応することができる。利用者、利用可能な

情報の範囲などが明確に定義されれば、サブシステムの開発、PCIS との接続は比較的容易

に実現することができる。ASYCUDAWorld システムの BOC PORTAL は、これを実現す

る方法のひとつであると考えることもできる。 
一方で、BOC の約 5,000 人の職員全員が PCIS を利用する必要のある業務に従事してい

るわけではない。PCIS の機能を明確にしていくと同時に、具体的に利用者を絞り込んでい

く必要がある。 
（２）PCIS に蓄積する情報 

ASYCUDAWorld システムで利用するデータ、次期 VRIS で利用するデータを蓄積するこ

                                                  
8価額参照情報システム（VRIS ：Value Reference Information System）とリスク管理システムのバージョンアップ 
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とは妥当であると考える。但し、これだけでは不十分で、現行の ACOS で利用され、通関

情報データベースに保存されているデータも PCIS に移行、登録する必要があると考える。 
ASYCUDAWorld システムは、例えば人事管理や会計管理といった通関手続き処理以外の

機能をも提供することになっているが、こういった機能を提供するサブシステムのデータ

（人事データや会計データなど）も PCIS に蓄積するべきかどうか、さらに詳細な検討が必

要である。逆に、ASYCUDAWorld システムでは利用しないが、例えば IEG や PEAG とい

った部門で個別に管理する情報9について、PCIS への蓄積を検討する必要がある。 
（３）PCIS の導入拠点 
要請内容にある、BOC の全拠点（BOC 本部、15 地区税関、 35 出張所）51 ヶ所を対象

にするというのは妥当ではない。広域ネットワークに接続されている 21ヶ所以外の拠点は、

PCIS システム導入の対象にはなりえないと考える。本計画によるシステム化の対象範囲と

しては、PCIS 導入の優先度の高い 4 ヶ所の拠点（BOC 本部、POM、MICP、NAIA）を

含むように、広域ネットワークに接続している 21 ヶ所から選ぶべきだと考える。但し、サ

ーバー側の容量、性能については、将来の拠点拡大、端末台数の増加を想定してシステム

の設計を行うことが要求される。Web ベースのクライアントサーバーシステムの導入を計

画していることから、端末の増設、広域ネットワークに接続している拠点への新規システ

ム展開は比較的容易に実施できる。 
（４）PCIS の対象業務 
以下の観点から、本計画による PCIS システム化の対象となる業務について検討を行う。 
①業務運用面からの必要性があり、具体的なデータの抽出方法、処理方法、利用方法が

定型的な手順として想定されるものについては、画面開発を行い対応する機能を提供

する。これにあてはまる業務はさらに以下の２通りに分類されると考える。 
・BOC 自身でその必要性、具体的な手順を認識している業務 
・BOC ではその必要性、あるいは具体的な手順を十分に認識していないが、日本な

ど他国の税関行政の現場では実施されており、その必要性、有用性が高いと考え

られる業務 
②業務運用面からの必要性はあるが、データの抽出方法、処理方法、利用方法が定型的

な手順として明確化されないものについては、データベースの検索、統計条件を指定

し、その結果を出力するための汎用的な画面を開発する。同時に、専用端末で統計分

析ツールを利用できるようにする。 
質問票に対する BOC の回答の中で、要請内容として示されたシステム化の対象とすべき

7 つの業務について、本計画で対象とすべき範囲について検討した結果を以下に示す。 
 要請内容 本計画で対象とすべき範囲 

1 
リスク管理、審査基準

管理 
定型的な手順に対応する画面と機能を提供する。非定型

の手順についてはデータ検索、統計条件を指定し、その

                                                  
9 リスク管理、事後調査などに関する情報 
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2 事後調査 
3 統計分析 

結果を出力するための汎用的な画面を提供する。専用端

末での統計分析ツールの利用を可能にする。 
4 意思、政策決定支援 
5 省庁間情報交換 
6 密輸防止 

定型的な手順が明確に想定されない。データ検索、統計

条件を指定し、その結果を出力するための汎用的な画

面、統計分析ツールを利用して業務を実施する。 

7 BOC 組織管理 

PCIS に蓄積したデータを利用して、実際にどのような

業務を実施しようとしているのか不明。PCIS で機能を

提供するのではなく、「人事、総務、経理」に対応する

システムを個別に構築しそれによる対応を検討するの

が妥当であると考える。 
 
３－４－２ 再検討を実施すべき項目 

BOC によって要請されている内容については全般的な見直しが必要である。その際、特

に再検討が必要とされる項目について以下に記述する。 
（１）Applications Systems & Packages 
要請書に列挙されているものは、ASYCUDAWorld システム、次期 VRIS システムの対象

範囲となるものである。さらに、PCIS はあくまでもデータベースシステムであり、独自ア

プリケーションの開発を主体としたカスタムメイドシステムの意味合いが強いものではな

い。これらのことから、Applications Systems & Packages として挙げられているものは要

請内容として妥当ではない。一方で、PCIS にはデータベース構築と画面開発が必要である

ことから、以下の項目を計画内容に含める必要がある。 
・必要な情報を蓄積するためのデータベース設計（リレーショナルデータベースの設計） 
・具体的なデータの抽出方法、処理方法、利用方法が定型的な手順として想定される業

務プロセスに対応する画面開発 
・定型的な手順が明確化されない業務プロセスに対して、データ検索、統計条件を指定

し、その結果を出力するための汎用的な画面の開発 
・統計分析ツールの導入 

（２）PCIS の導入対象とする拠点の範囲、拠点に導入する機材の内容 
前述したとおり、広域ネットワークに接続していない拠点をも本計画の対象とするのは

妥当ではないと考える。要請書では各地区税関、出張所 50 ヶ所すべてを PCIS 展開、機材

導入の対象としており、見直しが必要である。また、先行して実施されている

ASYCUDAWorld プロジェクトで各拠点へのシステム導入、展開が実施される。特にゲー

トウェイサーバー、ネットワーク機器については、重複することのないように要請内容を

再検討することが求められる。 
 

（３）PC 端末 
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必要とされる PC 端末の台数については特に不明確であり、BOC の説明において一貫性

のないものとなっている。その理由のひとつは、システム設計を始める以前の段階でその

具体的な台数を特定しなければならなかったことであるようにも思われる。今後、システ

ム設計を行う中で、PCIS の対象とする業務、機能、端末を展開する拠点、利用者を具体的

に検討し、PC 端末の台数を確定させる必要があると考える。また、本当に PCIS の PC 端

末と他システムの PC 端末（特に ASYCUDAWorld システムの端末）やオフィスオートメ

ーション PC とを共通に利用することができないか、詳細に検討する必要があると考える。 
（４）サーバー機器、基本ソフトウェア（OS、ミドルウェア、ツール） 
サーバー機器、基本ソフトウェアについて、項目としては過不足なく挙げられている。

しかし、仕様、数量については、今後システム設計を行う中で再検討を行い、詳細を確定

させる必要があると考える。 
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第４章 結論 
 
４－１ システム化構想（案）と協力の方向性 

BOC から提示された資料、BOC へのインタビューの結果を分析し、BOC のシステムの

全体像（将来構想）を明確にすべく検討を行った。さらに、BOC のシステム全体の中で、

本計画で実施すべきシステム化の対象範囲を定義し、その中で構築すべきシステムの対象

業務、機能について検討することを試みた。なお、本計画で実施すべきシステム化の対象

範囲、システムの対象業務、機能を提案するに際しては、以下の観点から検討を行った。 
・BOC のシステム化計画との整合性 
・先方要請内容の妥当性 
・システム構築にともなうリスクの極小化 
・通常の無償資金協力の手続きとの適合性 
・技術協力（技術協力プロジェクト）との連携 
なお、本項で検討するシステム化構想（案）はあくまで本調査実施時点での提案の１つ

であり、今後更に詳細な検討が必要である。 
 
４－１－１ 関税局システムの全体像（将来構想）と日本の協力の対象範囲 

BOC 全体のシステム化構想を以下の図に示す。システムは大きく以下の 7 つのサブシス

テムから構成される。 
①通関業務システム：輸出入に伴う業務手続を対象としたシステム。 
②フィリピン関税情報システム（PCIS：Philippine Customs Intelligence System）：調

査業務、事後調査業務、審査業務の支援、および、BOC 局長及び幹部の意思決定支援、

他機関へのデータ提供を目的とした情報分析を行うためのデータベースシステム。 
③価額参照情報システム（VRIS：Value Reference Information System）：審査業務を支

援するために、過去の通関情報から物品の価額を算出し、蓄積するデータベースシス

テム10。 
④ゲートウェイシステム：BOC のシステムと外部（他省庁、銀行、輸入者、輸出者、通

関業者など）のシステムとの間でデータの送受信を行うゲートウェイシステム。 
⑤組織運営管理システム：人事、経理、総務、法務に関する業務手続を対象としたシス

テム。 
⑥BOC ポータル：外部への情報公開、外部からの情報受け付け、内部での情報交換を目

的としたシステム。 
⑦システム共通基盤：ネットワーク、セキュリティ、運用管理、電源設備などの関税局

システム全体で共通して利用するシステム構成要素。 
                                                  
10 Enhancements in the Valuations and Risk management system が現在進行中であり、個別の情報システム化プロ

ジェクトとして VRIS のバージョンアップが BOC によって計画されている。このことをふまえて、価額参照の機能を

PCIS に含めず、VRIS を別システムとした。この点については今後 BOC とのさらなる協議が必要である。 
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これらのサブシステムの中で、「②PCIS」の全部と「⑦システム共通基盤」の一部を本計

画の対象範囲とするのが適当である。その理由を以下に示す。 
・データベースシステムは BOC のシステム化計画（ISP2004、ASYCUDAWorld プロジ

ェクト）において必要なシステム構成要素に位置づけられている一方、その中身につ

いては詳細に検討が行われていない。また、ASYCUDAWorld プロジェクトの対象範

囲に含まれているが、その対象業務、システムの機能は他のサブシステムほど明確に

規定されていない。よって、プロファイリング、事後調査、貿易統計の業務を対象と

する部分は PCIS に集約して、本計画の実施により詳細な検討を行った上で本格的な機

能を提供するデータベースを構築することが望まれる。 
・データベースシステムを活用した税関業務は、BOC における業務運用の知識、経験が

浅く、日本の技術協力が望まれている部分である。日本の協力スキームを組み合わせ、

「データベースシステムの構築」と「データベースシステムを活用するための技術移

転」を併せて実施することによって、システム開発の段階から具体的に業務運用を勘

案したより適切なシステムを構築することができるとともに、構築したシステムを効

果的、効率的に業務に活用していくための業務運用が可能になり、より大きな協力効

果が期待できる。 
・PCIS は対象とする業務の要件、システムの提供する機能が比較的明確に既定されたデ

ータベースシステムである。業務手順の見直し、策定までをも検討する要件定義やそ

れに対応する独自アプリケーションプログラムの開発11を含む他のサブシステムと比

較すると、システム構築にともなうリスクは極めて小さい。 
・PCIS でも、他のサブシステムと同様、ネットワーク、セキュリティ、運用管理がシス

テムに必要な構成要素として挙げられる。一方でこれらの構成要素については、BOC
のシステム全体の基盤として構築し、各サブシステムで共通して利用することが望ま

しい。ASYCUDAWorld プロジェクトはシステム共通基盤として分類されるべきもの

を対象範囲としているが、その内容が明確に規定されておらず、これから詳細が検討

される段階である。よって、本項ではネットワーク、セキュリティ、運用管理につい

ては、PCIS のみにその対象を限定して本計画によって構築するものとして想定する。

ただし、WAN については ASYCUDAWorld プロジェクトで確実に再構築されることが

見込まれ、本計画でもこれを共通に利用するものとして想定する。 
 

                                                  
11 標準的なプログラムモジュールの組み合わせだけで対応することが可能かどうかを初めから明確に判断することの

できない業務プロセスに対しては、要件定義も含めてそれに対応するプログラムの開発工数は大きくなる。このような

業務プロセスに対応する個別のプログラムを本調査では「独自アプリケーション」と呼ぶことにする。 
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４－１－２ 本計画の対象とすべきシステム（PCIS）の概要 
本計画の実施により構築すべきシステム（PCIS）の対象とする業務、データ、機能につ

いては、すでに要件が具体的になっているもの、要件が明確に定義されるものに限定すべ

きである。このことによって、要件定義の工数、システム構築にともなうリスクを極小化

することができる。一方でシステムの設計の自由度が小さくなるという不利な点が生じる

が、 
・ニーズ、優先度の高い要件を本計画のシステム化の対象とする 
・将来的な機能追加のための拡張性、柔軟性をシステムに確保する 

ことで対応する。本計画により構築すべき PCIS の概要を以下の図に示し、その対象業務、

対象データ、機能についてそれぞれ具体的に説明する。 
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（１）PCIS の対象業務 
PCIS の対象とすべき業務とその担当部門を以下の表にまとめた。PCIS に蓄積されたデ

ータを分析することによって、これらの現行業務がより効果的、効率的に実施される。 

この他に、新規に導入される PCIS のシステム運用管理が付随して必要となる。具体的に

は、利用者管理、データベース運用管理、ネットワーク運用管理、PCIS 全体運用管理の業

務を MISTG が担当する。 
（２）PCIS の対象データ 

PCIS に蓄積して分析の対象とすべきデータを以下の表にまとめた。輸入データ、輸出デ

ータ、関連業者データ、関税率データは通関業務システムから受信し、データベースに登

録する。輸入データ、輸出データについては、現行の通関情報データベースに蓄積されて

いるものも PCIS に移行、登録する。価額データは、VRIS から受信し、データベースに登

録する。調査、事後調査を実施した結果については、通関業務システム、VRIS、現行の通

関情報データベースには存在しないデータであり、BOC の説明に従うと PCIS へ登録する

対象にはならない。しかし、今後の調査、事後調査に活用することのできる重要な情報で

あり、データベースへの登録、管理を検討すべきである。 
 

（３）PCIS の機能 
上記対象データを蓄積して、対象業務を実施するために PCIS に必要となると思われる機

能を以下の表にまとめた。 

システム要素 対象業務担当部門 対象業務
プロファイ
リング

IEG
(Intelligence and Enforcement Group)

調査対象の選定、
関連情報の分析

事後調査
PEAG
(Post Entry Audit Group)

事後調査対象の選定、
関連情報の分析

IAG
 (Internal Administration Group)

関税局長への意思・政策
決定支援

RCMG
 (Revenue Collection Monitoring Group) 徴税実績の把握

Collection District
(各港税関、支所) 審査

IEG 審査基準の管理

貿易統計

審査

データ 内容 登録方法

輸入データ
積荷目録，輸入申告，許認
可，関税，支払い

輸出データ 輸出申告，保税，精算

関連業者データ
輸入者，輸出者，通関業
者，運輸会社など

関税率データ 品目ごとの関税率

価額データ
品目ごとの過去の通関情報
から算出した価額

VRISのデータを受信、登録

調査、事後調査
データ

調査、事後調査の結果 IEG, PEAGが入力

通関業務システムのデータを受信、登録

・通関業務システムのデータを受信、登録
・現行の通関情報データベースのデータを
移行、登録
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輸入データの受信、登録
輸出データの受信、登録
関連業者データの受信、登録
関税率データの受信、登録

VRISからのデータ受信、
登録

価額データの受信、登録

輸入データの受信、登録
輸出データの受信、登録
プロファイリング：IEG用画面の表示
事後調査：PEAG用画面の表示
貿易統計：IAG用画面の表示
貿易統計：RCMG用画面の表示
審査：Collection District用画面の表示
審査：IEG用画面の表示

汎用条件指定画面の表示
プロファイリング：IEG用画面の表示
事後調査：PEAG用画面の表示
貿易統計：IAG用画面の表示
貿易統計：RCMG用画面の表示
審査：Collection District用画面の表示
審査：IEG用画面の表示
汎用条件指定に対する結果画面の表示
プロファイリング：IEG用の印刷
事後調査：PEAG用の印刷
貿易統計：IAG用の印刷
貿易統計：RCMG用の印刷
審査：Collection District用の印刷
審査：IEG用の印刷
汎用条件指定に対する結果の印刷
プロファイリング：IEG用のファイル出力
事後調査：PEAG用のファイル出力
貿易統計：IAG用のファイル出力
貿易統計：RCMG用のファイル出力
審査：Collection District用のファイル出力
審査：IEG用のファイル出力
汎用条件指定に対する結果のファイル出力

調査結果の登録、変更、
削除

調査：IEG用の管理画面の表示

事後調査結果の登録、変
更、削除

事後調査：PEAG用の管理画面の表示

登録情報メンテナ
ンス

ネットワーク運用
管理

ツールを利用したネットワーク運用管理

PCIS全体運用管理
セキュリティ管理
異常検出、通知

現行の通関情報データ
ベースのデータ移行

既定画面からの指示に対
する出力（印刷）

既定画面からの指示に対
する出力（画面）

既定画面からの検索、統
計条件の入力

データベース障害時復旧

利用者へのアクセス権限の設定
利用状況の記録、分析
テーブル、レコードの操作
データベースバックアップ

通関業務システムからの
データ受信、登録

利用者管理

調査、事後調査結
果の管理

ツールを利用した検索、統計条件の入力
ツールを利用した検索、統計結果の出力（画面）
ツールを利用した検索、統計結果の出力（印刷）
ツールを利用した検索、統計結果の出力（ファイル出力）

データの登録、変更、削除

利用者の登録、変更、削除

既定画面からの指示に対
する出力（ファイル出
力）

他システムからの
データ登録

データ分析
（Webベース）

データ分析
（ツール）

データベース
運用管理
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４－１－３ 協力の方向性 

 前述のとおり、本件の実施においては、フィリピン税関情報システム（PCIS：Philippine 
Custom Information System）の構築を目的とした無償資金協力と並行して、PCIS の利用

環境整備及び人材育成を目的とした技術協力プロジェクト（具体的には、①システム開発

プロジェクト運営管理：PCIS の開発、②展開におけるプロジェクト管理支援及び業務運用

教育支援：PCIS の活用による業務の効率的使用に関する技術移転）が要請されている。 
 本調査の結果として得た本件協力の方向性としても、詳細は別途検討する必要があるが、

PCIS の構築に際して、要件調査から基本操作教育に至る工程を無償資金協力により実施し

つつ、技術協力による支援を、大別して以下の二つの項目において実施することが望まし

いとの結論を得た。 
 ① 無償資金協力のシステム構築に先立つ、要件定義、システム概要設計、基本設計、

詳細設計の各段階において、MISTG 等 BOC の関係グループとコンサルタントが協同しな

がら、設計を固めていくことになる。その協同の過程において、BOC の関係者に対して、

必要かつ妥当なシステムを形成していけるよう、支援する協力。 
 ② 無償資金協力によるシステム構築後、PCIS の BOC の関係部局に対し、データを如

何に用いれば業務を改善できるかを指導しながら、利用者を支援する協力。（この段階にお

いては、要すれば PCIS の運用管理者に対する研修や、PCIS の機能追加に対する助言等の

協力が含まれることが想定される。） 
 なお、技術協力プロジェクトの要請については、現在未採択となっており、本調査の結

果や後述する VAT 問題の進捗を踏まえながら、然るべきタイミングに採択を検討されるこ

とが望まれる。 
 
（１）工程、スケジュールの概略 

PCIS の構築に必要な作業工程とスケジュールの概略を以下の図に示す。PCIS の構築を

無償資金協力によって、BOC に対する PCIS 構築のプロジェクト管理支援及び利用者に対

する支援を技術協力によって実施するのが妥当と考えられる。以下それぞれの工程につい

て、本調査での提案を説明する。 
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a. PCIS 構築 
a.1. 要件定義、システム概要設計 
システム利用者の業務要件の調査分析を行う。同時にシステム要件の調査分析を行

い、システム構成の概要を検討する。これらはそれぞれ、要件仕様書、システム概

要設計書にまとめられる。 
a.2. 基本設計、詳細設計 

要件仕様書、システム概要設計書の内容にしたがって、システムを設計し、仕様を

確定する。同時にシステムの運用計画を検討し、運用設計を実施する。これらはシ

ステム設計書にまとめられる。 
a.3. テスト計画、入札仕様確定 

構築されたシステムが、要件仕様書、システム概要設計書、システム設計書の内容

を満たし、正常に稼動することを確認するためのテストの実施方法を計画する。こ

れはテスト仕様書にまとめられる。また、要件仕様書、システム概要設計書、シス

テム設計書の内容にしたがって、入札仕様を確定する。これは入札仕様書にまとめ

られる。 
a.4. プログラミング、機器導入 
入札仕様書の内容にしたがって、ソフトウェアのプログラミングおよびハードウェ

アと基本ミドルウェアの導入、設置、設定を行う。これらの単体での動作試験を実

1 2 3 4 5 6
作業期間（月数） 1 2 以降

1 2 3 4 5
a. PCIS構築
 a.1.要件定義，システム概要設計
 a.2.基本設計，詳細設計
 a.3.テスト計画，入札仕様確定
 a.4.プログラミング，機器導入
 a.5.テスト
 a.6.基本操作教育
b. 無償資金協力
 b.1.基本設計調査（B/D）
 b.2.詳細設計（D/D）
 b.3.実施
 b.4.ソフトコンポーネント
c. 技術協力プロジェクト
 c.1.システム開発プロジェクト管理

      支援専門家
 c.2.税関業務（データベース利用）

     支援専門家
 c.3.税関業務（システム運用管理）

     支援専門家
 c.4.PCIS利用者研修支援
 c.5.PCIS運用管理者研修支援
 c.6.PCIS機能追加支援

システム
設計内容承認 システム検収
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施する。 
a.5. テスト 
テスト仕様書の内容にしたがって単体・結合・総合テストを実施する。 

a.6. 基本操作教育 
システム管理部門（MISTG）に対して PCIS 運用管理の基本教育を、システム利用

者（IEG、PEAG、IAG、RCMG、各地区税関・出張所、AOCG）に対して PCIS 端

末操作の基本教育を実施する。PCIS 運用管理の基本教育については、システム結合

テスト時点からの実施を検討する。 
b. 無償資金協力 

b.1. 基本設計調査（B/D）12 
「a.1. 要件定義、システム概要設計」、「a.2. 基本設計、詳細設計」を実施する。 

b.2. 詳細設計（D/D） 
「a.3. テスト計画、入札仕様確定」を実施する。 

b.3. 実施 
「a.4 プログラミング、機器導入」，「a.5. テスト」を実施する。 

b.4. ソフトコンポーネント 
「a.6. 基本操作教育」を実施する。 

c. 技術協力プロジェクト 
c.1. システム開発プロジェクト管理支援専門家 

PCIS 構築の期間において、BOC（MISTG）がプロジェクト管理、特に品質管理を

実施するのを支援する。具体的には以下の事項を実施する。 
・業務要件を洗い出す作業の支援 
・要件仕様書およびシステム概要設計書の内容が妥当なものであることを検証する

作業の支援 
・システム設計書の内容が妥当なものであることを検証する作業の支援 
・テスト仕様書および入札仕様書の内容が妥当なものであることを検証する作業の

支援 
・システム検収作業の支援 

c.2. 税関業務（データベース利用）支援専門家 
データベースを活用した税関業務の実施に精通した専門家を派遣し、BOC の実施す

る以下の業務を支援する。 
・プロジェクト管理（業務要件定義）支援 
・業務運用能力向上支援 
・PCIS 機能追加検討支援 

                                                  
12本項では、現地に日本人 SE１人が 6 ヶ月間常駐、現地でアシスタントのエンジニア 2 人、日本で補佐するエンジニア

が 2 人 6 ヶ月アサインされる想定である 
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c.3. 税関業務（システム運用管理）支援専門家 
税関システムの運用管理に精通した専門家を派遣し、BOC の実施する以下の業務を

支援する。 
・プロジェクト管理（運用設計）支援 
・PCIS 運用管理能力向上 
・PCIS 機能追加検討 

c.4. PCIS 利用者研修支援 
BOC が計画、実施する PCIS 利用者現地研修に対する支援を実施する。研修の目的

は PCIS を活用してより効率的に業務を実施するための業務運用能力の向上、研修の

対象者は PCIS の利用者である。 
c.5. PCIS 運用管理者研修支援 

BOC が計画、実施する PCIS 運用管理者研修に対する支援を実施する。研修の目的

はデータベースシステムの運用管理能力の向上、研修の対象者は MISTG の PCIS 運

用管理担当者である。 
c.6. PCIS 機能追加支援 

PCIS の構築後、新たな業務プロセスの追加などにともない BOC が PCIS の機能追

加を実施する場合に、日本の技術協力による支援を検討し、必要に応じて実施する。 
（２）投入の概略 

a. PCIS 構築に必要な投入の概略 
PCIS 構築の作業工程のそれぞれに対応して必要になる工数の概略見積もりを以下の

表に示す。純粋なシステム開発の工数には含まれないために上述の作業工程としては

明示しなかった「入札管理支援，施工監理」の工数についても合わせて見積もった。 

* 入札管理支援，施工監理は既出の作業工程には明示していない。 
上記の作業工数と合わせて、PCIS 構築のために必要な機器、基本ソフトウェアを調達

するための概略費用として、要請書に示されている概略見積りより、4.8 百万 US ドル

を見込む。この概略費用に含まれる PC 端末の費用は、BOC 本部に配置するもののみ

であり、各地区税関・出張所 に配置する PC 端末については、今後の要件定義、シス

テム設計の段階で台数を確定して別途費用を見積もる必要がある。 
b. 無償資金協力に必要な投入の概略 
前項の「PCIS 構築に必要な投入の概略」で示した作業工数と費用の概略を、無償資金

作業工程 作業工数
 a.1.要件定義，システム概要設計 20人月
 a.2.基本設計，詳細設計 20人月
 a.3.テスト計画，入札仕様確定 6人月
 a.4.プログラミング，機器導入 24人月
 a.5.テスト 6人月
 a.6.基本操作教育 10人月
* 入札管理支援，施工監理 10人月

合計 96人月
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協力の手順にそって再整理すると以下の表のようになる。前項と同様、各地区税関・

出張所に配置する PC 端末については、台数を確定した上で別途費用を見積もることが

必要である。 

c. 技術協力プロジェクトに必要な投入の概略 
技術協力プロジェクトとして想定される項目とその協力の形態を以下の表に示す。 

（３）工程、スケジュール、投入の概略算定の前提条件 
・作業工程、スケジュール、投入の概略は、システム化構想（案）で定義したシステム

化の対象範囲（対象業務、対象データ、機能）を前提とした概算の結果である。これ

らの正確な見積りは、今後の基本設計調査でシステムの要件定義、設計が実施された

時点で初めて可能になるものである。 
・機材費用の概略見積りは、要請書に示されている個々の機材の価格を前提として、シ

ステム化構想（案）で定義したシステム化の対象範囲に含まれる部分の機材の費用を

集計した結果である。 
・機材費用の概略見積りに含まれるものは、BOC 本部のコンピュータシステム機器とそ

の上で稼動する基本ソフトウェア（OS、ミドルウェア）の費用のみである。その他の

費用は一切含まれていない。 
・システム化構想（案）で定義したシステム化の対象範囲に含まれる部分の機材のうち、

各地区税関・出張所に配置する PC 端末については、機材費用の概略見積りに含まれて

いない。今後の要件定義、システム設計の段階で台数を確定して別途費用を見積もる

必要がある。 
 
４－１－４ 情報システム開発にともなうリスクと本計画における対応策 
（１）情報システム開発プロジェクトにおけるリスク要因 
情報システム開発プロジェクトの工程は大きく、 
①現行業務プロセスの調査、分析 
②要件定義（機能要件定義、性能要件定義） 

工程
 b.1.基本設計調査（B/D） 40人月
 b.2.詳細設計（D/D） 6人月

作業工数： 30人月
機材費用： 4.8百万USドル

 b.4.ソフトコンポーネント 10人月
* 入札管理支援，施工監理 10人月

作業工数： 96人月
機材費用： 4.8百万USドル

 b.3.実施

合計

投入量

協力の内容 協力の形態
c.1.システム開発プロジェクト管理支援専門家 専門家派遣
c.2.税関業務（データベース利用）支援専門家 専門家派遣
c.3.税関業務（システム運用管理）支援専門家 専門家派遣
c.4.PCIS利用者研修支援 技術研修員受入、その他
c.5.PCIS運用管理者研修支援 技術研修員受入、その他
c.6.PCIS機能追加支援 必要に応じて別途検討
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③設計（システム概要設計、基本設計，運用設計） 
④開発（詳細設計、プログラミング、テスト、機器導入、設置、設定） 

に分けられる。このうち、もっとも不確定要素が大きいのが「②要件定義」の工程である。

この要件定義の工程は、システム化の対象とする組織との対話を通じてそれを客観的な合

意事項へまとめる、対人コミュニケーション能力、折衝能力という、一般的なエンジニア

リングでは明確に定義しがたい能力を必要とする作業工程であるのがその理由である。一

方、それ以外の工程は、他分野のエンジニアリング作業と同様、標準的な手順にしたがっ

て機械的に作業を進め、一定品質の成果を期待することができる。 
要件定義の工程で確定した仕様は、その後の設計、開発の工程での作業の基準となり、

終的な情報システムはそれを満たすように製造される。要件定義の工程におけるリスク

を極小化することが、情報システム開発プロジェクトを成功させるための鍵となる。 
（２）情報システム開発プロジェクトの分類とリスクの大小 
以下の表に代表的な情報システム開発プロジェクトの種類を挙げ、要件定義にかかる工

数、リスク、設計の自由度を示した。 
情報システム開発プロジェクトの種類 要件定義の工数，リスク 設計の自由度 
独自アプリケーションの開発 大 
データベースシステムの構築 小～中 
特定ツールを使ったインタフェース開発 小～中 
パッケージアプリケーションの導入 小～中 
特定用途サーバーの構築 
(ファイアウォール，メールサーバなど) 

小 

 

独自アプリケーションの開発は、まさに利用者の要望に合わせて作るカスタムメイドシ

ステムであり、要件定義の工数が大きくなる。同時に、設計の自由度も大きいが、出来上

がりの姿が千差万別で、品質のばらつきの可能性を持つ、リスクの大きいプロジェクトに

なる。一方、特定用途サーバーの構築の場合には、その仕様があらかじめ決まっており、

設計の自由度が小さい代わりに要件定義の工数、リスクも小さくなる。同様に、データベ

ースシステムの構築、特定ツールを使ったインタフェースの開発、パッケージアプリケー

ションの導入も要件定義の工数、リスクは大きくない。これらの情報システム開発プロジ

ェクトでは、さらに要件定義の工数、リスクを極小化するための対応策を講じることが可

能である。 
（３）本計画における対応策 
本計画におけるシステム構築、および構築したシステムを利用していく上でのリスクを

極小化するために以下の対応策を検討した。 
①システム構築の個別作業に付随するリスクとその対応策 
要請書の内容を精査し、システム構築の段階で想定される個別作業について検討した

結果、いくつかのリスク要因が明らかになった。リスクを有するシステム構築の作業

大 

小 
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項目とリスク要因、その対応策を以下の表に示した。 

a.独自アプリケーションの開発 
本計画において構築するデータベースシステム（PCIS）の対象から、独自アプリケ

ーションの開発を除外することによって、本作業項目に付随するリスクを解消する。

要請書には、以下の表に示す 12 のサブシステムそれぞれが対象とする独自アプリケ

ーションを開発することが記述されている。しかし、これらはいずれも

ASYCUDAWorld システム、次期 VRIS システムの対象範囲として明示されている。

さらに、PCIS はあくまでもデータベースシステムであり、独自アプリケーションの

開発を主体としたカスタムメイドシステムの意味合いが強いものではない。よって、

本計画では独自アプリケーションの開発は実施しないことが妥当である。 

b.データベース構築 
データベースに蓄積する情報を具体的なものに限定することによって、本作業項目

に付随するリスクを解消する。要請書では、ありとあらゆる情報をデータベースに

蓄積することになっており、システム化の対象とするデータの範囲およびそれらデ

ータの入力方法が特定されていない。本計画においてシステム化の対象とすべきデ

ータとその入力方法を以下の表に示す。 

積替・移送貨物管理システム 貿易遵法システム
通関処理システム（輸入） Intelligenceシステム
通関処理システム（輸出） 法令管理システム
旅客入国管理システム 人事管理システム
貨物・手荷物管理システム 会計システム
WTO価格評価システム 総務システム

作業項目 リスク要因 対応策

独自アプリケー
ションの開発

・対象とする業務の内容が不明確
である
・無償資金協力スキームとアプリ
ケーションプログラム開発手順と
の不整合が生じる

PCISの対象範囲から除外する

データベース構築

・データベースに蓄積するデータ
が明確に定義されていない
・データベースへのデータの入力
方法が不明

PCISの対象とするデータを具体的な
ものに限定し、それらの入力方法を
定義する

他システムインタ
フェースの開発

他システムと送受信するデータの
仕様が不明

PCISとデータの送受信を行う他シス
テムを具体的なものに限定する

端末インタフェー
スの開発、構築

データベースの検索、統計の条件
指定の方法が定型化されていない
業務がある

・専用画面の開発対象を検索、統計
の条件指定の方法が定型化されてい
る業務に限定する
・それ以外の業務で共通して利用す
ることのできる、汎用的な検索、統
計の条件指定が可能な画面を開発す
る

拠点へのシステム
展開

WANに接続していない拠点が

PCIS展開の対象範囲に含まれてい
る

PCISを展開する対象拠点をWANに接

続する21ヶ所の中から選択する
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 c.他システムインタフェースの開発 
データの送受信を行う他システムを具体的なものに限定することによって、本作業

項目に付随するリスクを解消する。要請書では、PCIS がデータの送受信を行う対象

とする他システムが特定されていない。本計画では対象とする他システムを以下の 3
つのシステムに限定することが妥当である。 
・通関業務システム 
・次期 VRIS 
・現行の通関情報データベース 

d.端末インタフェースの開発、構築 
専用画面の開発対象とする業務を、データベースの検索、統計の条件指定の方法が

定型化されており、業務運用面からの必要性が大きいものに限定することが妥当で

ある。汎用的に検索、統計の条件指定を行うことのできる画面を開発し、専用画面

の開発対象とならない業務で共通して利用する。このことによって、本作業項目に

付随するリスクを解消する。 
e.拠点へのシステム展開 

PCIS を展開する拠点を広域ネットワーク（WAN）に接続する 21 ヶ所の中から選択

することによって、本作業項目に付随するリスクを解消する。要請書には、PCIS を

BOC の全拠点 51 ヶ所（本部、15 地区税関、35 出張所）へ展開することが記述され

ているが、ネットワークに接続している拠点はそのうちの 21 ヶ所だけである。本計

画では、このネット枠に接続する 21 ヶ所の拠点の中から、システムを展開する対象

を選択することが妥当である。 
②設計内容の妥当性、納入されるシステムの品質を保証するための対応策 
情報システム開発プロジェクトにおいては、標準的な機能仕様が明確化された製品と

してシステムを構築することは稀で、利用者の要件に合わせて自由度の高い設計を実

施し、固有の機能、性能を有するシステムを開発することが一般的である。その反面、

システムが利用者の要求する機能、性能を満たさない、計画したスケジュールにそっ

データ データの内容 入力方法
現行ACOSで利用してい
る輸入データ

積荷目録，輸入申告，許認
可，関税，支払い

現行ACOSで利用してい
る輸出データ

輸出申告，保税，精算

通関業務システムで利用
される輸入データ

積荷目録，輸入申告，許認
可，関税，支払い

通関業務システムで利用
される輸出データ

輸出申告，保税，精算

通関業務システムで利用
される関連業者データ

輸入者，輸出者，通関業
者，運輸会社など

通関業務システムで利用
される関税率データ

品目ごとの関税率

次期VRISの価額データ
品目ごとの過去の通関情報
から算出した価額

次期VRISからデータを受信、登録

調査、事後調査データ 調査、事後調査の結果 IEG, PEAGが入力

通関業務システムからデータを受
信、登録

現行の通関情報データベースに蓄積
されているデータを移行、登録
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て構築されない、といったリスクが大きくなる。本計画においては、BOCの要件がPCIS
の仕様に正しく反映されていること、納入されるシステムがその仕様を完全に満たす

ものであること、を適正に検証して、リスクの低減を図る必要がある。対応策として、

BOC の実施する検証作業を支援するための専門家の派遣を技術協力プロジェクトで検

討する。 
さらに本計画においては、システムを構築する業者を選定する時点までにシステム設

計の作業を完全に終了し、構築されるシステムの満たすべき仕様を明確にすることを

検討すべきである。この対応策については以下の「（４）無償資金協力案件として当初

想定されたリスクとその検討結果」で詳しく記述する。 
③PCIS の運用を確実にするための対応策 

BOC では本格的なデータベースシステムを導入した経験がなく、データベースを活用

して税関業務を実施する業務運用の知識、また、データベースシステムの運用管理の

知識は豊富ではない。そのため、構築されたシステムが業務に十分に活かされない、

システムの運用管理が不十分なものになる、といったリスクが存在する。このリスク

を低減するための対応策として、システムを活用して業務を効率的に実施するための

業務運用の能力向上を支援する専門家の派遣、および、データベースシステムの運用

管理能力向上を支援する専門家の派遣を技術協力プロジェクトで検討する必要がある。 
さらに、PCIS の構築後、新たな業務プロセスの追加などにともない BOC が PCIS の

機能追加を実施する場合に、日本の技術協力による支援も検討する必要がある。 
（４）無償資金協力案件として当初想定されたリスクとその検討結果 
 情報システムの開発を無償資金協力案件として実施する場合の一般的なリスク、手続き

の不整合として想定されるものを以下の表に示す。また、それぞれの項目について本調査

での検討結果を記述する。 
① 基本設計調査（B/D）、詳細設計（D/D）の工数が大きくなる 

② システムの仕様確定、積算見積りの精度を上げるためにパイロットプロジェク

ト（プロトタイプシステムの開発、試験的な運用）を実施することが一般的で

ある 

③ 事業費用に占めるコンサルタント費用の割合が大きくなる 

④ 詳細設計（D/D）の段階で、価格のみで業者を選定することのできるレベルで

の仕様を確定することができない 

⑤ システムの検収条件、コンサルタントと業者の責任分担を明確にしづらい 

⑥ 詳細設計段階、実施段階での設計変更、仕様変更が発生しうる 
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①基本設計調査（B/D）、詳細設計（D/D）の工数が大きくなる 
システム化の対象範囲を、業務の要件、システムの提供する機能があらかじめ明確に

規定されたデータベースシステムに限定することによって、基本設計調査、詳細設計

の工数を極小化することが可能である。その場合、独自アプリケーションの開発を含

む同規模の情報システム、他国の税関情報システムと比較すると、基本設計調査、詳

細設計調査の工数は非常に小さいものとなる。 
②システムの仕様確定、積算見積りの精度を上げるためにパイロットプロジェクト（プ

ロトタイプシステムの開発、試験的な運用）を実施することが一般的である 
本計画において実施するデータベースシステムの構築においては、システム化の対象

範囲を、業務の要件、システムの提供する機能があらかじめ明確に規定されたデータ

ベースシステムに限定することによって、システムの仕様確定、積算見積りの精度向

上が可能である。よって、独自アプリケーションの開発を含むシステムで一般的なパ

イロットプロジェクトの実施は、本計画においては必要ない。 
③事業費用に占めるコンサルタント費用の割合が大きくなる 
事業費用に占めるコンサルタント費用の割合は 10%前後となることが見込まれる。事

業費用を構成する要素を以下の表に示す。なお、正確な見積りは基本設計調査を実施

した段階で初めて可能となり、これらはあくまでも現段階での概略見積りであること

に留意が必要である。 

④詳細設計（D/D）の段階で、価格のみで業者を選定することのできるレベルでの仕様を

確定することができない（一般的な情報システムでは性能仕様を要求仕様とし、技術

提案の評価が一般的である） 
前述のシステム化構想（案）においては、コンサルタントがシステムのプロセス、モ

ジュールの設計までを終え、詳細仕様を確定した上で、通常の無償資金協力案件と同

様のレベルの入札仕様を作成することを提案している。これによって技術提案の評価

を伴わない、価格のみで業者の選定を行う入札を実施することができる。以下の図に、

一般的な情報システム開発の場合と本計画（本調査における提案）によるデータベー

スシステムの構築における、業者選定のタイミング、業者の担当する工程の比較を示

す。一般的な情報システム開発の場合には、要件定義、概要設計の終了した段階で業

者の選定を実施し、業者はシステムの基本設計以降のすべての工程を請け負う。よっ

て業者の選定には技術提案の評価を伴うのが一般的である。一方、本計画（本調査に

よる提案）によるデータベースシステムの構築においては、システム設計を終了し、

システム詳細設計書を完成させた上で、業者の選定を行う。業者はプログラミング、

機器導入、システムテストを請け負うのみとなる。これによって、通常の無償資金協

力案件と同等の入札を実施することが可能になる。 

コンサルタントの担当する作業の工数 26人月
業者の担当する作業の工数 30人月
機材費用 4.8百万USドル
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⑤システムの検収条件、コンサルタントと業者の責任分担を明確にしづらい 
本計画（本調査における提案）において実施するデータベースシステムの構築におい

ては、システムの検収条件、コンサルタントと業者の責任分担は明確になる。システ

ム詳細設計書を完成させて、テスト計画を作成した上で入札を実施することにより、

これが可能になっている。但し、設計変更・仕様変更が生じた場合の責任はコンサル

タントにあるが、設計変更に伴う費用負担を誰が負うのかという問題は発生する可能

性がある。 
⑥詳細設計段階、実施段階での設計変更、仕様変更が発生しうる 
本計画において実施するデータベースシステムの構築においては、無償資金協力の詳

細設計段階、実施段階における設計変更、仕様変更の可能性は極小化される。一般的

な情報システム開発においては、業者の選定後にシステムの基本設計、詳細設計が実

施されるが、本計画（本調査における提案）においては、無償資金協力の詳細設計段

階で実施する作業はテスト計画と入札準備、実施段階ではプログラミングと機器の導

入、テストを実施するのみである。 
（５）コンサルタントと業者の業務区分案の比較 
前項では、特に無償資金協力として当初想定されたリスクをいかにして極小化するか、

という点を重視して協力の方向性を検討し、本計画におけるデータベース構築においては、

業者選定のタイミング、業者の担当する工程を一般的な情報システム開発とは異なるもの

とすることをひとつの選択肢として提示した。上に提示したコンサルタントと業者の業務

区分案と、一般的な情報システム開発における業務区分について、両者の比較を以下に整

理する。 
 メリット デメリット 

一般的なシス

テム開発にお

ける業務区分 

業者がシステムの設計を担当す

る。システム開発工程における

基本設計、詳細設計の瑕疵に対

する責任は業者が負う。 

業者選定の際に技術的内容の提案

を要求し、その評価を実施する必要

がある。 

システム開発工程

一般的な情報システム開発 

本調査における提案

システム
検収 

要件定義
概要設計

基本設計
詳細設計

テスト計画
入札準備

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 
機器導入 

 

システム 
テスト 

業者選定

業者選定

業者担当範囲

業者担当範囲  
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本協力におい

て提示した業

務区分案 

通常の無償資金協力の手続きと

の整合性が大きく、その意味に

おいてリスクを極小化できる。

（前述の「無償資金協力案件と

して当初想定されたリスクとそ

の検討結果」を参照） 

設計変更が発生した際の責任（費

用）を実際に誰が負担するか、課題

が残る。厳密には、業者の責任範囲

は詳細設計の仕様を満たすところ

まで、結合テスト、総合テストの結

果に対する責任はコンサルタント

が負うべきであるが、実際問題とし

てコンサルタントが設計変更に伴

う費用負担を行うのは困難である。

 
４－２ 協力実施上の留意点 
（１）基本設計調査（B/D）実施のタイミングの検討 

PCIS では ASYCUDAWorld システムに蓄積するデータを利用することから、PCIS の設

計を開始時点では、ASYCUDAWorld システムをデータベース設計（詳細設計）が終了し

ている必要がある。よって、本調査実施時点では、2005 年中に ASYCUDAWorld システム

の開発は終了する予定であるということを確認しているが、システムの具体的な提案内容、

設計内容、開発スケジュールに関する確認を行い、プロジェクトの進捗状況を正確に把握

した上で、基本設計調査の実施時期を検討する必要がある。 
また、VAT 問題（過去の無償資金協力案件における比国政府の付加価値税相当額の未払

い問題）の解決による基本設計調査の再開時期、技術協力プロジェクトの採択・開始時期

等の状況も勘案の上、基本設計調査の実施時期を検討する必要がある。 
（２）無償資金協力コンサルタントの選定方法の検討 
基本設計調査を担当するコンサルタントについては、適切なシステム設計、コスト算出、

開発工程における品質管理、運用管理設計等幅広い能力と知識が求められることから、そ

の選定に当たっては、通常のコンサルタント選定手順に加えて以下のような点を検討する

のも一案である。 
・実際に大規模データベースシステムの開発に従事した経験のある技術者を要員に配置 
・業務従事予定者に過去に従事したシステム開発プロジェクトに関するプレゼンテーシ

ョンを実施させる 
・口頭で業務経験に関する質疑応答を実施し、技術者の能力を判定する 
・設計内容の妥当性を確保するための方法、設計調査の成果の品質を保証するための方

法を提案させる 
（３）システム化の範囲の再検討 
 本調査においては、本計画で対象とすべきシステム化の範囲の検討を行い、提案を行っ

たが、「３－４－２ 再検討を実施すべき項目」で述べた点も含めて、利用者、対象業務、

対象データ、導入拠点等システム化の範囲・内容について、今後、詳細に再検討を行う必
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要がある。特に、①本調査ではその位置付けが不明確であった VRIS のバージョンアップへ

の対応、②現地調査時に先方から特に要望のなかった情報（現行 ACOS で利用され通関情

報データベースに蓄積されている情報、IEG、PEAG 等の部門で個別に管理するリスク管

理、事後調査などに関する情報等）の PCIS への蓄積等については、今後、検討が必要であ

る。 
（４）設計変更・仕様変更の可能性への対応案の検討 
本計画において実施するデータベースの構築においては、前述のとおり実施段階での設

計変更・仕様変更の可能性は極小化されるものの、設計変更・仕様変更が発生した場合に

備えて、以下のような対応案を検討する必要がある。 
・積算の際に十分なコンティンジェンシーを確保する 
・技術協力プロジェクトで設計内容の妥当性検証の支援を行う 
・技術協力プロジェクトで追加機能の開発を行う 
・一般的な業務区分案に近いかたちでの業者への発注や一括発注を行う 

（５）コンサルタントと業者の業務区分の検討 
本調査では、通常の無償資金協力の手続きとの整合性を図るため、一般的な情報システ

ム開発とは異なる業者選定のタイミング、業者の担当工程を提案している。しかしながら、

この業務区分の場合では設計変更が発生した場合の責任分担が明確でないとのデメリット

があり、基本設計調査の中においてコンサルタントと業者の業務区分については十分に検

討される必要がある。そのため、基本設計調査におけるコンサルタントの業務の範囲を「要

件定義、システム概要設計」までとし、「基本設計、詳細設計」、「テスト」等の工程を無償

資金協力の詳細設計（D/D)の中でコンサルタントが実施するのか、業者契約の中で実施す

るのかについて、今後、結論を得る必要がある。 
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添付資料2-1 

フィリピン関税局 (Bureau of Customs) 

Atty. George M. Jereos Commissioner 

Mr. Alexander M. Arevalo Deputy Commissioner, Management Information 
Systems and Technology Group (MISTG) 

Ms. Josephine I. Nagallo Office-In-Charge, Planning and Systems Development 
Service, MISTG 

Mr. Jaime Taborda System Development Division, Planning and Systems 
Development Service, MISTG 

Mr. Dennis Pantastico Planning Management and Information Division, 
Planning and System Development Service, MISTG 

Atty. Nelson J. Soliman Assistant Commissioner, Post Entry Audit Group 
(PEAG), Chairman, Tax Credit Committee 

Dr. Wivina B. Pumatong Chief Customs Operations Officer, Post Entry Audit 
Group 

Mr Rolando T. Ligon Jr. Director, Post Entry Audit Group 

Dr. Celso P. Templo District Collector, Ninoy Aquino International Airport 

Ms. Priscila V. Bauza Deputy Collector for Assessment, Port of Manila 

Ms. Lilian T. Viado Director, Formal Entry Division, Port of Manila 

Ms. Ma Rosario V. Acosta Export Division, Port of Manila 

Ms. Sonia C. Togonon Deputy Collector for Administration, Port of Manila 

 

JICA長期専門家 

青山専門家 フィリピン関税局、リスク・マネジメント及び事後調査 指導 

［IT人材開発プロジェクト］ 

鳥屋尾専門家 フィリピン大学情報技術訓練センター (UP Information Technology 
Training Center)、IT研修機関運営マネージメント及び産業界との連

携 

小林専門家 フィリピン大学情報技術訓練センター (UP Information Technology 
Training Center)、業務調整 
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青年海外協力隊員（職種：コンピュータ技術） 

樋口隊員 CSU (Cagayan State University) 配属 

岩田隊員 PNVSCA (Philippine National Volunteer Coordinating Agency) 配属 

平岡隊員 NEDA (National Economic and Development Authority) 配属 
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